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（委託研究） 

－令和 3 年度 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業－ 

 

日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島研究開発拠点 

廃炉環境国際共同研究センター 

 

東京工業大学 

 

（2022 年 10 月 24 日受理） 

 

日本原子力研究開発機構（JAEA）廃炉環境国際共同研究センター（CLADS）では、令和 3 年度 英

知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業（以下、「本事業」という）を実施している。 

本事業は、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所の廃炉等を始めとした原

子力分野の課題解決に貢献するため、国内外の英知を結集し、様々な分野の知見や経験を、従前

の機関や分野の壁を越えて緊密に融合・連携させた基礎的・基盤的研究及び人材育成を推進する

ことを目的としている。 

平成 30 年度の新規採択課題から実施主体を文部科学省から JAEA に移行することで、JAEA とア

カデミアとの連携を強化し、廃炉に資する中長期的な研究開発・人材育成をより安定的かつ継続

的に実施する体制を構築した。 

本研究は、研究課題のうち、令和 3 年度に採択された「福島第一発電所 2、3 号機の事故進展シ

ナリオに基づく FP・デブリ挙動の不確かさ低減と炉内汚染状況・デブリ性状の把握」の令和 3 年

度の研究成果について取りまとめたものである。 

本研究では、シールドプラグ下高線量の原因究明、事故時の Cs 移行経路や、Cs の構造材付着・

堆積状態の解明および先行溶落したと推定される金属リッチデブリ特性評価を行うため、事故進

展最確シナリオ評価に基づく材料科学的アプローチとして、3 項目（(1)Cs 分布評価の不確かさの

低減、(2)金属デブリの酸化変質評価、(3)総合評価）に取り組んでいる。 

本年度は各要素技術法に関する実験的研究シミュレーション研究を進める上で必要な基盤の整

備及び予備実験などに着手するとともに、本研究で抽出した Backward Analysis の 2 個の課題に

ついて、Forward Analysis 専門家との相互連携による現象理解と炉内状況把握の精緻化に向けて

の方針の検討を行った。その結果、事故進展最確シナリオを参照して、燃料デブリとセシウムの

化学状態変化と移行経路について認識を共有することができ、今後の研究展開について展望した。 

 

本報告書は、日本原子力研究開発機構の英知事業における委託業務として、東京工業大学が実施

した成果を取りまとめたものである。 

廃炉環境国際共同研究センター：〒979-1151 福島県双葉郡富岡町大字本岡字王塚 790-1 
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(Received October 24, 2022) 
 

The Collaborative Laboratories for Advanced Decommissioning Science (CLADS), Japan Atomic Energy 
Agency (JAEA), had been conducting the Nuclear Energy Science & Technology and Human Resource 
Development Project (hereafter referred to “the Project”) in FY2021.  

The Project aims to contribute to solving problems in the nuclear energy field represented by the 
decommissioning of the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station, Tokyo Electric Power Company 
Holdings, Inc. (TEPCO). For this purpose, intelligence was collected from all over the world, and basic 
research and human resource development were promoted by closely integrating/collaborating knowledge 
and experiences in various fields beyond the barrier of conventional organizations and research fields.  

The sponsor of the Project was moved from the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology to JAEA since the newly adopted proposals in FY2018. On this occasion, JAEA constructed a 
new research system where JAEA-academia collaboration is reinforced and medium-to-long term 
research/development and human resource development contributing to the decommissioning are stably and 
consecutively implemented. 

Among the adopted proposals in FY2021, this report summarizes the research results of the “Uncertainty 
reduction of the FPs transport mechanism and debris degradation behavior and evaluation of the reactor 
contamination of debris state on the basis of the accident progression scenario of Fukushima Daiichi Nuclear 
Power Station Unit 2 and 3” conducted in FY2021. 

The present study aims to elucidate the cause of the high dosage under shield plug by clarification of to 
the cesium behavior of migration, adhesion to structure and deposition as well as evaluate the properties of 
metal-rich debris predeceasing melted through the materials science approach based on the most probable 
scenario of accident progression of Unit 2 and 3. In this fiscal year, the followings were achieved. Chemical 
configuration and composition in gaseous phase of cesium were extensively analyzed by MAAP code and its 
reaction in steam atmosphere was also examined. Molten cesium silicate and ferrite were investigated in 
viewpoint of viscosity to clarify the fluxion and formation mechanism of cesium compounds. Oxidation 
behavior of metallic debris was investigated by sim-test with the preparation of oxidation equilibria test and 
viscosity measurement test molten metallic debris. 
 
 
Keywords: Cesium, Fission Products, Metallic Debris, Decommissioning, Material Science, FDNPS 
This work was performed by Tokyo Institute of Technology under contract with Japan Atomic Energy Agency. 
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1. 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業の概要 

 

文部科学省では、「東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の加速プラン（平

成 26 年 6 月文部科学省）」等を踏まえ、平成 27 年度から「英知を結集した原子力科学技術・人材

育成推進事業」（以下、「本事業」という。）を立ち上げ、「戦略的原子力共同研究プログラム」、「廃

炉加速化研究プログラム」及び「廃止措置研究・人材育成等強化プログラム」を推進している。 

具体的には、国内外の英知を結集し、国内の原子力分野のみならず様々な分野の知見や経験を、

機関や分野の壁を越え、国際共同研究も含めて緊密に融合・連携させることにより、原子力の課

題解決に資する基礎的・基盤的研究や産学が連携した人材育成の取組を推進している。 

一方、日本原子力研究開発機構（以下、「JAEA」という。）では、平成 27 年に廃炉国際共同研究

センター（以下、「CLADS」という。現：廃炉環境国際共同研究センター）を組織し、「東京電力ホ

ールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」等を踏

まえ、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所廃炉（以下、「1F 廃炉」という。）

に係る研究開発を進めている。 

また、平成 29 年 4 月に CLADS の中核拠点である「国際共同研究棟」の運用を開始したことを踏

まえ、今後は CLADS を中核に、廃炉の現場ニーズを踏まえた国内外の大学、研究機関等との基礎

的・基盤的な研究開発及び人材育成の取組を推進することにより、廃炉研究拠点の形成を目指す

ことが期待されている。 

このため、本事業では平成 30 年度の新規採択課題から実施主体を文部科学省から JAEA に移行

することで、JAEA とアカデミアとの連携を強化し、廃炉に資する中長期的な研究開発・人材育成

をより安定的かつ継続的に実施する体制を構築することとし、従来のプログラムを、①共通基盤

型原子力研究プログラム、②課題解決型廃炉研究プログラム、③国際協力型廃炉研究プログラム、

④研究人材育成型廃炉研究プログラム（令和元年度より新設）に再編した。 
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2. 平成 30 年度 採択課題 

 

 平成 30 年度採択課題については以下のとおりである。 

 

課題数：19 課題 

共通基盤型原子力研究プログラム 11 課題（若手研究 6 課題、一般研究 5 課題） 

課題解決型廃炉研究プログラム  6 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム  2 課題（日英共同研究） 

 

 

平成 30 年度 採択課題一覧 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

被災地探査や原子力発電所建屋内情報収集のための

半自律ロボットを用いたセマンティックサーベイマ

ップ生成システムの開発 

河野 仁 東京工芸大学 

汚染土壌の減容を目的とした重液分離による放射性

微粒子回収法の高度化 
山﨑 信哉 筑波大学 

ラドンを代表としたアルファ核種の吸入による内部

被ばくの横断的生体影響評価 
片岡 隆浩 岡山大学 

炉心溶融物の粘性及び表面張力同時測定技術の開発 大石 佑治 大阪大学 

iPS 細胞由来組織細胞における放射線依存的突然変

異計測系の確立 
島田 幹男 東京工業大学 

レーザー共鳴イオン化を用いた同位体存在度の低い

ストロンチウム 90 の迅速分析技術開発 
岩田 圭弘 東京大学 
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共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性核種の長期安定化を指向した使用済みゼオ

ライト焼結固化技術の開発 
新井 剛 芝浦工業大学 

燃料デブリ取り出しを容易にするゲル状充填材の

開発 
牟田 浩明 大阪大学 

レーザー蛍光法を用いた燃料デブリ変質相の同定 斉藤 拓巳 東京大学 

過酷炉心放射線環境における線量測定装置の開発 岡本 保 
木更津工業 

高等専門学校 

レーザー加工により発生する微粒子の解析と核種

同定手法の開発 
長谷川 秀一 東京大学 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

合金相を含む燃料デブリの安定性評価のための基

盤研究 
桐島 陽 東北大学 

ガンマ線画像スペクトル分光法による高放射線場

環境の画像化による定量的放射能分布解析法 
谷森 達 京都大学 

燃料デブリ取出し時における放射性核種飛散防止

技術の開発 
鈴木 俊一 東京大学 

アルファダストの検出を目指した超高位置分解能

イメージング装置の開発 
黒澤 俊介 東北大学 

ナノ粒子を用いた透明遮へい材の開発研究 渡邉 隆行 九州大学 

先端計測技術の融合で実現する高耐放射線燃料デ

ブリセンサーの研究開発 
萩原 雅之 

高エネルギー 

加速器研究機構 

 

 

 

2. 平成 30 年度 採択課題 

 

 平成 30 年度採択課題については以下のとおりである。 

 

課題数：19 課題 

共通基盤型原子力研究プログラム 11 課題（若手研究 6 課題、一般研究 5 課題） 

課題解決型廃炉研究プログラム  6 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム  2 課題（日英共同研究） 

 

 

平成 30 年度 採択課題一覧 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

被災地探査や原子力発電所建屋内情報収集のための

半自律ロボットを用いたセマンティックサーベイマ

ップ生成システムの開発 

河野 仁 東京工芸大学 

汚染土壌の減容を目的とした重液分離による放射性

微粒子回収法の高度化 
山﨑 信哉 筑波大学 

ラドンを代表としたアルファ核種の吸入による内部

被ばくの横断的生体影響評価 
片岡 隆浩 岡山大学 

炉心溶融物の粘性及び表面張力同時測定技術の開発 大石 佑治 大阪大学 

iPS 細胞由来組織細胞における放射線依存的突然変

異計測系の確立 
島田 幹男 東京工業大学 

レーザー共鳴イオン化を用いた同位体存在度の低い

ストロンチウム 90 の迅速分析技術開発 
岩田 圭弘 東京大学 
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国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性微粒子の基礎物性解明による廃炉作業リスク

低減への貢献 
五十嵐 康人 茨城大学 

放射線耐性の高い薄型 SiC 中性子検出器の開発 三澤 毅 京都大学 
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3. 令和元年度 採択課題 

 

令和元年度採択課題については以下のとおりである。 

 

課題数：19 課題 

共通基盤型原子力研究プログラム  7 課題（若手研究 2課題、一般研究 5 課題） 

課題解決型廃炉研究プログラム   4 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム   4 課題（日英共同研究 2 課題、日露共同研究 2 課題） 

研究人材育成型廃炉研究プログラム 4 課題 

 

 

令和元年度 採択課題一覧 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

ウラニル錯体化学に基づくテーラーメイド型新規海

水ウラン吸着材開発 
鷹尾 康一朗 東京工業大学 

動作不能からの復帰を可能とする多連結移動ロボッ

トの半自律遠隔操作技術の確立 
田中 基康 電気通信大学 

 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性微粒子の基礎物性解明による廃炉作業リスク

低減への貢献 
五十嵐 康人 茨城大学 

放射線耐性の高い薄型 SiC 中性子検出器の開発 三澤 毅 京都大学 
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共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

一次元光ファイバ放射線センサを用いた原子炉建

屋内放射線源分布計測 
瓜谷 章 名古屋大学 

低線量・低線量率放射線被ばくによる臓器別酸化ス

トレス状態の検討 
鈴木 正敏 東北大学 

単一微粒子質量分析法に基づくアルファ微粒子オ

ンラインモニタリングに向けた基礎検討 
豊嶋 厚史 大阪大学 

幹細胞動態により放射線発がんを特徴付ける新た

な評価系の構築 
飯塚 大輔 

量子科学技術 

研究開発機構 

耐放射線性ダイヤモンド半導体撮像素子の開発 

梅沢 仁 

（～R2.3.31） 

大曲 新矢 

（R2.4.1～） 

産業技術総合 

研究所 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

Multi-Physics モデリングによる福島 2・3 号機ペデ

スタル燃料デブリ深さ方向の性状同定 
山路 哲史 早稲田大学 

燃料デブリ取出しに伴い発生する廃棄物のフッ化

技術を用いた分別方法の研究開発 
渡邉 大輔 

日立ＧＥ 

ニュークリ

ア・エナジー 

アパタイトセラミックスによる ALPS 沈殿系廃棄物

の安定固化技術の開発 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦

（R3.7.1～） 

東京工業大学 

拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームに

よる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦 
高橋 秀治 東京工業大学 
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国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

高い流動性および陰イオン核種保持性を有するア

ルカリ刺激材料の探索と様々な放射性廃棄物の安

全で効果的な固化 

佐藤 努 北海道大学 

再臨界前の中性子線増に即応可能な耐放射線 FPGA

システムの開発 
渡邊 実 

静岡大学 

（～R3.3.31） 

岡山大学 

（R3.4.1～） 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリ取出し臨界安全技術の高度化 小原 徹 東京工業大学

微生物生態系による原子炉内物体の腐食・変質に

関する評価研究 
金井 昭夫 慶應義塾 

 

研究人材育成型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリ取り出し時における炉内状況把握のた

めの遠隔技術に関する研究人材育成 
淺間 一 東京大学 

化学計測技術とインフォマティックスを融合した

デブリ性状把握手法の開発とタイアップ型人材育

成 

高貝 慶隆 福島大学 

放射線・化学・生物的作用の複合効果による燃料デ

ブリ劣化機構の解明 

大貫 敏彦 

（～R2.3.31） 

竹下 健二 

（R2.4.1～） 

東京工業 

大学 

燃料デブリ分析のための超微量分析技術の開発 永井 康介 東北大学 

 

 

 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

一次元光ファイバ放射線センサを用いた原子炉建

屋内放射線源分布計測 
瓜谷 章 名古屋大学 

低線量・低線量率放射線被ばくによる臓器別酸化ス

トレス状態の検討 
鈴木 正敏 東北大学 

単一微粒子質量分析法に基づくアルファ微粒子オ

ンラインモニタリングに向けた基礎検討 
豊嶋 厚史 大阪大学 

幹細胞動態により放射線発がんを特徴付ける新た

な評価系の構築 
飯塚 大輔 

量子科学技術 

研究開発機構 

耐放射線性ダイヤモンド半導体撮像素子の開発 

梅沢 仁 

（～R2.3.31） 

大曲 新矢 

（R2.4.1～） 

産業技術総合 

研究所 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

Multi-Physics モデリングによる福島 2・3 号機ペデ

スタル燃料デブリ深さ方向の性状同定 
山路 哲史 早稲田大学 

燃料デブリ取出しに伴い発生する廃棄物のフッ化

技術を用いた分別方法の研究開発 
渡邉 大輔 

日立ＧＥ 

ニュークリ

ア・エナジー 

アパタイトセラミックスによる ALPS 沈殿系廃棄物

の安定固化技術の開発 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦

（R3.7.1～） 

東京工業大学 

拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームに

よる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦 
高橋 秀治 東京工業大学 
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4. 令和 2年度 採択課題 

 

令和 2 年度は、2 つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 2 年 3月 17 日～令和 2 年 5 月 14 日（課題解決型） 

令和 2 年 5月 13 日～令和 2 年 7 月 15 日（国際協力型） 

 

課題数：10 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題（若手研究 2 課題、一般研究 6 課題） 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英共同研究） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面接審

査、日英共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定した。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議での審議を経て、採

択課題を決定した。 

 

 

令和 2 年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリにおける特性の経年変化と環境劣化割れ

の調査 

楊 会龍 

（～R4.7.31） 

 村上 健太 
（～R4.8.1） 

東京大学 

健全性崩壊をもたらす微生物による視認不可腐食の

分子生物・電気化学的診断及び抑制技術の開発 
岡本 章玄 

物質・材料 

研究機構 
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課題解決型廃炉研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

遮蔽不要な臨界近接監視システム用ダイヤモンド

中性子検出器の要素技術開発 
田中 真伸 

高エネルギー

加速器研究 

機構 

α／β／γ 線ラジオリシス影響下における格納

容器系統内広域防食の実現：ナノバブルを用いた

新規防食技術の開発 

渡邉 豊 東北大学 

β、γ、X 線同時解析による迅速・高感度放射性核

種分析法の開発 
篠原 宏文 

日本分析 

センター 

合理的な処分のための実機環境を考慮した汚染鉄

筋コンクリート長期状態変化の定量評価 
丸山 一平 東京大学 

溶脱による変質を考慮した汚染コンクリート廃棄

物の合理的処理・処分の検討 
小崎 完 北海道大学 

マイクロ波重畳 LIBS によるデブリ組成計測の高

度化と同位体の直接計測への挑戦 
池田 裕二 アイラボ 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

革新的水質浄化剤の開発による環境問題低減化技

術の開拓 
浅尾 直樹 信州大学 

無人航走体を用いた燃料デブリサンプルリターン

技術の研究開発 
鎌田 創 

海上・港湾・ 

航空技術 

研究所 

 

  

 

 

 

4. 令和 2年度 採択課題 

 

令和 2 年度は、2 つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 2 年 3月 17 日～令和 2 年 5 月 14 日（課題解決型） 

令和 2 年 5月 13 日～令和 2 年 7 月 15 日（国際協力型） 

 

課題数：10 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題（若手研究 2 課題、一般研究 6 課題） 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英共同研究） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面接審

査、日英共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定した。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議での審議を経て、採

択課題を決定した。 

 

 

令和 2 年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリにおける特性の経年変化と環境劣化割れ

の調査 

楊 会龍 

（～R4.7.31） 

 村上 健太 
（～R4.8.1） 

東京大学 

健全性崩壊をもたらす微生物による視認不可腐食の

分子生物・電気化学的診断及び抑制技術の開発 
岡本 章玄 

物質・材料 

研究機構 
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5. 令和 3年度 採択課題 

 

令和 3 年度は、2 つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 3 年 3月 16 日～令和 3 年 5 月 17 日（課題解決型） 

令和 3 年 4月 13 日～令和 3 年 7 月 1 日（国際協力型 日英共同研究） 

令和 3 年 7月 12 日～令和 3 年 8 月 18 日（国際協力型 日露共同研究） 

 

課題数：12 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英）、2 課題（日露） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面

接審査、日英・日露共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定し

た。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議及びステアリ

ングコミッティでの審議を経て、採択課題を決定した。 

 

令和 3 年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

建屋応答モニタリングと損傷イメージング技術を

活用したハイブリッド型の原子炉建屋長期健全性

評価法の開発研究 

前田 匡樹 東北大学 

燃料デブリ周辺物質の分析結果に基づく模擬デブ

リの合成による実機デブリ形成メカニズムの解明

と事故進展解析結果の検証によるデブリ特性デー

ターベースの高度化 

宇埜 正美 福井大学 

ジオポリマー等による PCV 下部の止水・補修及び

安定化に関する研究 
鈴木 俊一 東京大学 

世界初の同位体分析装置による少量燃料デブリの

性状把握分析手法の確立 
坂本 哲夫 工学院大学 

アルファ微粒子の実測に向けた単一微粒子質量分

析法の高度化 
豊嶋 厚史 大阪大学 
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課題名 研究代表者 所属機関 

連携計測による線源探査ロボットシステムの開発

研究 
人見 啓太朗 東北大学 

中赤外レーザー分光によるトリチウム水連続モニ

タリング手法の開発 
安原 亮 

自然科学 

研究機構 

福島原子力発電所事故由来の難固定核種の新規ハ

イブリッド固化への挑戦と合理的な処分概念の構

築・安全評価 

中瀬 正彦 
東京工業 

大学 

 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

福島第一原子力発電所の廃止措置における放射性

エアロゾル制御及び除染に関する研究 

Erkan 

Nejdet 

（～R4.1.31） 

三輪 修一郎

（R4.2.1～） 

東京大学 

燃料デブリ取り出しのための機械式マニピュレー

タのナビゲーションおよび制御 
淺間 一 東京大学 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

福島第一発電所 2、3 号機の事故進展シナリオに基

づく FP・デブリ挙動の不確かさ低減と炉内汚染状

況・デブリ性状の把握 

小林 能直 
東京工業 

大学 

非接触測定法を用いた燃料デブリ臨界解析技術の

高度化 
小原 徹 

東京工業 

大学 

 

 

 

 

5. 令和 3年度 採択課題 

 

令和 3 年度は、2 つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 3 年 3月 16 日～令和 3 年 5 月 17 日（課題解決型） 

令和 3 年 4月 13 日～令和 3 年 7 月 1 日（国際協力型 日英共同研究） 

令和 3 年 7月 12 日～令和 3 年 8 月 18 日（国際協力型 日露共同研究） 

 

課題数：12 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英）、2 課題（日露） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面

接審査、日英・日露共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定し

た。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議及びステアリ

ングコミッティでの審議を経て、採択課題を決定した。 

 

令和 3 年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

建屋応答モニタリングと損傷イメージング技術を

活用したハイブリッド型の原子炉建屋長期健全性

評価法の開発研究 

前田 匡樹 東北大学 

燃料デブリ周辺物質の分析結果に基づく模擬デブ

リの合成による実機デブリ形成メカニズムの解明

と事故進展解析結果の検証によるデブリ特性デー

ターベースの高度化 

宇埜 正美 福井大学 

ジオポリマー等による PCV 下部の止水・補修及び

安定化に関する研究 
鈴木 俊一 東京大学 

世界初の同位体分析装置による少量燃料デブリの

性状把握分析手法の確立 
坂本 哲夫 工学院大学 

アルファ微粒子の実測に向けた単一微粒子質量分

析法の高度化 
豊嶋 厚史 大阪大学 
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本報告書は、以下の課題の令和 3年度の研究成果を取りまとめたものである。 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

福島第一発電所 2、3 号機の事故進展シナリオ

に基づく FP・デブリ挙動の不確かさ低減と炉

内汚染状況・デブリ性状の把握 

小林 能直 
東京工業 

大学 

 

研究成果を取りまとめた成果報告書を付録として添付する。 
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本報告書は、以下の課題の令和 3年度の研究成果を取りまとめたものである。 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

福島第一発電所 2、3 号機の事故進展シナリオ

に基づく FP・デブリ挙動の不確かさ低減と炉

内汚染状況・デブリ性状の把握 

小林 能直 
東京工業 

大学 

 

研究成果を取りまとめた成果報告書を付録として添付する。 
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概略 

東京電力ホールディング株式会社福島第一原子力発電所（以下、1F と略記。）の過酷事故から

11 年が経過した現在、各号機の炉内破損状況やデブリ分布に合致した方法で、燃料デブリ取り

出し方策が検討されている。安全かつ可能な限り迅速な廃炉を行うための基礎データとして、

炉内状況把握、事故シナリオの精緻化が期待されている。他方、1F 内部調査や 1F サンプル分析

の進捗で事故炉内部の状況が次第に明らかになるに伴って、従来想定していた以上に米国スリ

ーマイル原発事故の解析に基づいて評価された「典型的な事故条件からの推定」と実際の 1F 炉

内状況が異なっていることが分かってきている。従来実施されている、事故進展解析コード等

を用いた事故シナリオ解析「Forward Analysis」では、このような 1F 固有の炉内状況の理解を

精緻化するのに限界が見えてきている。そこで、現場知見に立脚して、従来十分に検討されて

いなかった重要事故事象を抽出し、その現象の的確な把握・モデルに取り組み、より精度の高

い、そしてより適切なデータを材料実験で取得して検証するという「Backward Analysis」の必

要性が示されている。 

本研究では、現状の 1F 炉内状況における喫緊課題として、1F 2、3 号機のシールドプラグ下

高線量の原因究明に向けた事故時の Cs 移行経路や、Cs の構造材付着・堆積状態の解明、及び、

1F 2、3 号機で、原子炉圧力容器（以下、RPV と略記。）から原子炉格納容器（以下、PCV と略

記。）に先行溶落したと推定される金属リッチデブリ特性評価（溶落時の酸化特性の評価）に着

目した Backward Analysis に取り組む。「研究課題(1）Cs 分布評価の不確かさの低減」では、

2、3 号機事故進展の最確シナリオに基づく MAAP 解析結果から、RPV 及び PCV 内の事故時化学環

境と物質移行を評価し、Cs 化学形態の変化を予備的に評価した。さらに、Cs 含有試料を用いて、

水蒸気雰囲気中で熱分析試験を行い、Cs と鋼材等との反応傾向を予備的に調査した。また、燃

料デブリ・コンクリート相互作用（以下、MCCI と略記。）過程で燃料デブリ中の残留 Cs がコン

クリート成分含有酸化物融体の流動性に影響を及ぼし Cs 放出挙動に与える影響を予測するた

めに、高温で CeO2(-ZrO2)-CaO-Al2O3-SiO2 系高温融体の粘度測定を試みるとともに、Cs2O-Fe2O3

系エアロゾル形成現象解明ため同融体の粘性を見積もった。これらにより、残留 Cs はわずかな

量であってもコンクリート成分含有酸化物融体の粘性を劇的に低下させるが、同時に流動性の

上昇により Cs は直ちに放出されるため事故進展事象に与える影響は非常に限定的であること

を示した。さらに、Cs2O-FeO 系は化学的に親和性が高く容易に融体化し、事故炉内条件によっ

ては燃料デブリからの残留 Cs と溶融ステンレス鋼の反応によってこれまで想定されていなか

った Cs-Fe-O 系エアロゾルが発生し、RPV 上部の高線量状況に関与した可能性があることを示

した。「研究課題（2）金属デブリの酸化変質評価」では、模擬金属デブリの水蒸気雰囲気での
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には、高温かつ水蒸気枯渇状態における Cs 反応及び燃料デブリからの放出時におけるエアロゾ

ル形成過程に着目した RPV 上部への移行を重点的に調査していくこと、及び、金属系デブリの

再溶融に伴う圧力容器破損事象は、競合関係にある水蒸気による酸化変質（気液反応）、及び、

鋼材溶融（固液反応）のそれぞれにおける要素反応を検証することが重要であることを示した。 

このように、令和 3 年度は各要素技術法に関する実験的研究シミュレーション研究を進める

上で必要な基盤の整備及び予備実験などに着手するとともに、本研究で抽出した Backward 

Analysis の 2 個の課題について、Forward Analysis 専門家との相互連携による現象理解と炉内

状況把握の精緻化に向けての方針の検討を行った。その結果、事故進展最確シナリオを参照し

て、燃料デブリと Cs の化学状態変化と移行経路について認識を共有することができ、今後の研

究展開について展望を行った。 

また、本研究では放射性核分裂生成物（以下、FP と略記。）由来酸化物を含む多元系システム

の熱力学評価に定評のあるロシア・サンクトペテルブルク大学との協力関係を活用し、炉内汚

染状況推定の不確かさ低減に向けた評価の高度化を目指す。ロシアでは、1F 事故を背景とした

原子力安全研究の一環として、事故進展における Cs 蒸発移行モデルや MCCI 解析手法の高度化

を検討している。そのような背景から、事故条件における Cs 化学形に関する物性データの拡充

は重要な基礎基盤研究テーマであるとされているため、一旦蒸発した Cs の RPV 外（ex-vessel）

デブリへの吸着・再蒸発現象に関する知見を拡充する目的で、Cs 酸化物及びコンクリート成分

を含む Cs2O-SrO-Al2O3-SiO2系における蒸気圧データを取得する。日本側では、サンクトペテル

ブルク大学で取得したデータのうち、高温における Cs 物性データに加えて、我々が直接実施し

ない中程度の蒸発性を持つ Sr の物性データを活用して、炉内 FP 汚染状況に Sr が及ぼす影響を

評価することを目的とする。 

令和 3 年度は、目的とする多元系システムのうち、サブシステムである Cs2O-Al2O3 二元系及

び SrO-Al2O3二元系のデータ取得から着手するための試験条件を決定した。次に予備実験として、

Cs2O-Al2O3システムでは 2 試料の、SrO-Al2O3システムでは 3試料のサンプルを作製し、粉末 XRD

分析によって作製試料における形成組織の相同定を行った。 

さらに、令和 4 年度より予定している本格試験に向けて、Cs 及び Sr を含む多元系システム

の高温実験（～2700 K）の実施方法について文献調査を実施した。サンクトペテルブルク大学

の熱力学評価実験は、クヌーセンセルを用いた高温質量分析法に基づいている。試料を目的温

度まで昇温保持し、発生するガスを装置にてイオン化したデータを解析して、ガス化した化合

物の蒸気圧を決定した。このため、予備実験によって目的とするシステムがガス化した場合に

発生しイオン化する化合物形を決定した。 
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1. はじめに 
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2. 業務計画 

 2.1 全体計画 

 以下の要素課題について、本研究で取り組む Backward Analysis の結果を取りまとめる。本

研究成果と既往の事故進展解析の結果（Forward Analysis）を照し合せ、号機・領域ごとの事

故時化学環境の変化と、そこから予測される Cs 移行プロセス及び金属系デブリの再溶融によ

る圧力容器破損プロセスを評価し、炉内燃料デブリ・FP 推定図を更新するための知見を整備す

る。知見の整備にあたっては、Forward Analysis の検討結果を熟知した専門家を交えた専門家

コアチームによる意見交換の結果を反映する。 

 

  2.1.1 Cs 分布評価の不確かさの低減 

 2、3 号機のシールドプラグ下高線量は、事故時の Cs 移行経路や Cs の構造材付着及び体積

状態が関与していると考えられる。実施項目①、②では、これまでの格納容器内部調査や事故

進展解析結果に基づいて、Cs 移行経路に影響を及ぼす炉内の化学状況変化という観点から事

故進展最確シナリオを評価し、熱力学的解析によって RPV 上部への移行条件（温度、水素／水

蒸気比等）の範囲を明らかにする。実施項目③では、事故進展過程で形成される可能性のある

Cs を含む酸化物が溶融した際の移行挙動を推定するために CaO-SiO2-Al2O3 系酸化物融体の粘

性に及ぼす CeO2-ZrO2及び Cs2O の影響を評価する。また、実施項目④では、①または②の熱力

学的解析の妥当性を評価するための検証実験を行う。 

 

  2.1.2 金属デブリの酸化変質評価 

 2、3 号機では、圧力容器破損時の最高到達温度が、従来、LOCA（冷却水喪失シナリオ）で

想定される典型的事故条件で想定される温度よりも数百 K 低かったのではないかと推定され

ている。このため、融点が高い酸化物系デブリがまだ十分に溶融するよりも低い温度で、融点

が低い金属系デブリが下部プレナムへ先行的に崩落・溶融したことが 1F 事故炉に固有の破損

状態に関与している可能性がある。この事故シナリオでは、下部プレナムへ落下した際に一旦

固化した金属系デブリが、主に酸化物デブリに由来する崩壊熱によって加熱され再溶融する

過程で、周辺の燃料由来酸化物（未溶融）及び構造材由来ステンレス鋼（金属系デブリに溶融

する可能性）が反応に関与することが想定される。その反応メカニズムを調べるため、実施項

目①では金属系デブリが水蒸気によって酸化されてどのように変質するか、実施項目②では

金属系デブリが溶融した際に水蒸気との気液反応と鋼材を溶融する固液反応のどちらがより

安定に進行するか、実施項目③では酸化物の析出程度が流動性をどの程度低下させて溶融を

妨げることになるか、という観点から要素事象を評価し、圧力容器破損過程における金属デブ

リの変質特性を評価する。これらと事故進展解析結果を照し合せ、2号機ペデスタルからの試

験的燃料デブリ取り出しに向けて、金属デブリ特性（再酸化可能性、U 金属残留可能性等）に

関する知見を提示する。 

 

  2.1.3 総合評価 

 上記実施項目で得られた知見に基づき、核燃料研究の専門家と事故進展挙動解析の専門家

の連携による専門家コアチームを設け、号機・領域ごとの事故進展シナリオと Cs 分布及び RPV

破損過程における金属デブリ変質の高精度化を行う。得られた結果は、炉内推定図更新に資す

る基礎データとして整備し本研究成果が公開された後に廃炉事業者や他の英知事業実施者な

どが閲覧できるようにする。
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 2.2 実施体制 

本業務の実施体制を図 2.2-1 に示す。 

図 2.2-1 実施体制図 
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安定に進行するか、実施項目③では酸化物の析出程度が流動性をどの程度低下させて溶融を

妨げることになるか、という観点から要素事象を評価し、圧力容器破損過程における金属デブ

リの変質特性を評価する。これらと事故進展解析結果を照し合せ、2号機ペデスタルからの試

験的燃料デブリ取り出しに向けて、金属デブリ特性（再酸化可能性、U 金属残留可能性等）に

関する知見を提示する。 

 

  2.1.3 総合評価 

 上記実施項目で得られた知見に基づき、核燃料研究の専門家と事故進展挙動解析の専門家

の連携による専門家コアチームを設け、号機・領域ごとの事故進展シナリオと Cs 分布及び RPV

破損過程における金属デブリ変質の高精度化を行う。得られた結果は、炉内推定図更新に資す

る基礎データとして整備し本研究成果が公開された後に廃炉事業者や他の英知事業実施者な

どが閲覧できるようにする。
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 2.3 令和 3 年度の成果の目標及び業務の実施方法 

 

  2.3.1 Cs 分布評価の不確かさの低減 

(1) 2、3 号機最確シナリオに基づいた RPV 内部 Cs 化学形熱力学評価（連携先：JAEA） 

 2、3 号機事故進展の最確シナリオに基づく MAAP 解析結果から、RPV 内の事故時化学環境と

物質移行を評価する。これらに基づいて、2、3 号機の RPV 領域ごとで熱力学解析を行い、Cs

化学形態の変化（気相中、鋼材やデブリへの吸着、等）を予備的に評価する。 

 

(2) 2、3 号機最確シナリオに基づいた PCV 内部 Cs 化学形熱力学評価（連携先：JAEA） 

 Csの水相中での化学状態について文献調査を行う。2、3号機事故進展の最確シナリオから、

蓋然性の高い PCV 内の事故時化学環境（雰囲気や壁面の温度、等）を推定する。これらに基づ

いて、2、3号機の PCV 内をいくつかに分割して熱力学解析を行い、Cs 化学形態の変化（気相

中、鋼材やコンクリートへの吸着、デブリへの再吸着、S/C 水相中、等）を予備的に評価する。 

 

(3) Ce 及び Zr 混入酸化物の高温物性評価（再委託先：九州大学） 

 CeO2(-ZrO2)-CaO-Al2O3-SiO2 系高温融体の粘度を幅広い組成範囲にて測定するための条件設

定を行う。当該酸化物系の高温における粘度範囲を CaO-Al2O3-SiO2 系の文献情報より予測す

る。その後、るつぼ回転法粘度測定装置（現有設備）を用いて 1873 K 以下の高温で CeO2 

(-ZrO2)-CaO-Al2O3-SiO2系高温融体の粘度測定を試みる。 

 

(4) Cs 挙動確認試験（連携先：JAEA） 

 (1)、(2)の解析や文献調査で評価される、蓋然性の高い Cs 含有試料を用いて、水蒸気雰囲

気中で熱分析（TG-DTA）試験を行い、Cs と鋼材、コンクリート、その他物質との反応傾向を

予備的に調査する。 

 

  2.3.2 金属デブリの酸化変質評価 

(1) 2、3 号機最確シナリオに基づいた酸化による変質評価（連携先：JAEA） 

 2、3 号機事故進展の最確シナリオから、デブリの RPV から PCV ペデスタル崩落時点におけ

る蓋然性の高い事故時化学環境を（雰囲気組成、デブリ温度、等）を推定する。JAEA が従来

試験で調製した模擬金属デブリ（CLADS-MADE 試験体）を分取し、水蒸気雰囲気での熱分析（TG-

DTA）試験により、その酸化時変質を予備的に評価する。 

 

(2) 2、3 号機最確シナリオに基づいた熱力学解析を補完する平衡データの取得及び酸化進展の

kinetics 

 2、3 号機の最確シナリオに基づいた熱力学計算ソフトによる熱力学量の見積もり値を参考

にして、各熱力学化学平衡法による溶融 Fe-Cr-Ni-Zr-B 系金属融体中の化合物相飽和溶解度

の測定方法を確立し、ZrO2・CeO2などの酸化物共存時の相安定性、平衡関係を明らかにするた

めの予備実験に着手する。 
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(3) 2、3 号機最確シナリオに基づく酸化物析出成分を含む金属デブリの粘度測定 

  （再委託先：九州大学） 

 一般的に金属融体の粘度は、酸化物融体の粘度に比較して非常に小さく mPa⋅s オーダーであ

ることから、回転運動によって発生するトルクも微小であり検出が困難であるので、より低粘

性領域においても精度よく粘度測定が可能と考えられるトルクセンサー（現有設備）による粘

度測定装置のセットアップを志向し、必要な解析技術やコンタクトマテリアルの選定を行う。  

 

2.3.3 総合評価（東京工業大学、連携先：JAEA） 

 Cs 挙動確認評価結果を現状の事故進展最確シナリオの熱・物質量バランス解析に適用し Cs

分布を評価する方法の検討を行う。金属デブリ溶落時における流動過渡の変質程度を解析的に

評価する方法の検討を行う。 

 

2.3.4 研究推進 

 研究の円滑な推進のため、研究代表者の下で各研究項目間ならびに廃炉環境国際共同研究

センター（以下、CLADS と略記。）等との連携を密にして、研究を進める。また、研究実施計

画を推進するための打合せや会議等を開催する。 
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 2.3 令和 3 年度の成果の目標及び業務の実施方法 

 

  2.3.1 Cs 分布評価の不確かさの低減 

(1) 2、3 号機最確シナリオに基づいた RPV 内部 Cs 化学形熱力学評価（連携先：JAEA） 

 2、3 号機事故進展の最確シナリオに基づく MAAP 解析結果から、RPV 内の事故時化学環境と

物質移行を評価する。これらに基づいて、2、3 号機の RPV 領域ごとで熱力学解析を行い、Cs

化学形態の変化（気相中、鋼材やデブリへの吸着、等）を予備的に評価する。 

 

(2) 2、3 号機最確シナリオに基づいた PCV 内部 Cs 化学形熱力学評価（連携先：JAEA） 

 Csの水相中での化学状態について文献調査を行う。2、3号機事故進展の最確シナリオから、

蓋然性の高い PCV 内の事故時化学環境（雰囲気や壁面の温度、等）を推定する。これらに基づ

いて、2、3号機の PCV 内をいくつかに分割して熱力学解析を行い、Cs 化学形態の変化（気相

中、鋼材やコンクリートへの吸着、デブリへの再吸着、S/C 水相中、等）を予備的に評価する。 

 

(3) Ce 及び Zr 混入酸化物の高温物性評価（再委託先：九州大学） 

 CeO2(-ZrO2)-CaO-Al2O3-SiO2 系高温融体の粘度を幅広い組成範囲にて測定するための条件設

定を行う。当該酸化物系の高温における粘度範囲を CaO-Al2O3-SiO2 系の文献情報より予測す

る。その後、るつぼ回転法粘度測定装置（現有設備）を用いて 1873 K 以下の高温で CeO2 

(-ZrO2)-CaO-Al2O3-SiO2系高温融体の粘度測定を試みる。 

 

(4) Cs 挙動確認試験（連携先：JAEA） 

 (1)、(2)の解析や文献調査で評価される、蓋然性の高い Cs 含有試料を用いて、水蒸気雰囲

気中で熱分析（TG-DTA）試験を行い、Cs と鋼材、コンクリート、その他物質との反応傾向を

予備的に調査する。 

 

  2.3.2 金属デブリの酸化変質評価 

(1) 2、3 号機最確シナリオに基づいた酸化による変質評価（連携先：JAEA） 

 2、3 号機事故進展の最確シナリオから、デブリの RPV から PCV ペデスタル崩落時点におけ

る蓋然性の高い事故時化学環境を（雰囲気組成、デブリ温度、等）を推定する。JAEA が従来

試験で調製した模擬金属デブリ（CLADS-MADE 試験体）を分取し、水蒸気雰囲気での熱分析（TG-

DTA）試験により、その酸化時変質を予備的に評価する。 

 

(2) 2、3 号機最確シナリオに基づいた熱力学解析を補完する平衡データの取得及び酸化進展の

kinetics 

 2、3 号機の最確シナリオに基づいた熱力学計算ソフトによる熱力学量の見積もり値を参考

にして、各熱力学化学平衡法による溶融 Fe-Cr-Ni-Zr-B 系金属融体中の化合物相飽和溶解度

の測定方法を確立し、ZrO2・CeO2などの酸化物共存時の相安定性、平衡関係を明らかにするた

めの予備実験に着手する。 
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3. 令和 3年度の実施内容及び成果 

 3.1 Cs 分布評価の不確かさの低減に向けた評価 

 

  3.1.1 2、3 号機最確シナリオに基づいた RPV 内部の Cs 化学形熱力学評価 

  (1) 目的 

 1F の内部調査等により、炉内状況が少しずつ明らかになってきている[1]。しかしながら、

事故時の Cs のふるまい（化学形態や移行挙動、エアロゾル形成メカニズム）に関しては、い

まだに不確かさが大きいのが現状である。このために、現在の炉内における Cs 分布に関して

も不確かさが大きいと考えられる。今後、本格的なデブリ取り出しを実施するにあたり、Cs の

ふるまいを解明し、事故進展最確シナリオの精緻化を進めていき、Cs 分布評価をする必要が

あると考えられる。本実施項目では、事故記録、MAAP 等による過酷事故（以下、SA と略記。）

解析、及び文献調査[2][3]から RPV 内の事故時化学環境と物質移行に関する 2、3 号機の事故進

展最確シナリオ（事故発生から数日間）を作成し、それに基づき RPV 内の Cs 化学形態変化に

関する予備的な熱力学解析を行い、解析で予想される気相中の Cs の安定相（化学種）の傾向

を系統的に整理することを目的とした。 

 

 (2) Cs 化学形熱力学解析評価 

 2、3 号機の事故進展シナリオと Cs 挙動の予測から、RPV 内における Cs 挙動に関しては、

以下のような特徴が挙げられる。 

 2 号機 

・Cs が燃料から放出すると予測される時間帯（3 月 14 日 18:40 頃～21:30 頃）では、ガス

雰囲気が変動した可能性が指摘できる。 

・Cs が燃料から放出される時間帯では、構造材温度は、場所によらず低温であると予測さ

れる（約 500 K）。→PCV 内に沈着した可能性 

・RPV 内箇所ごと（Upper head、Steam dryer、等）に最高到達温度等に違いがあると予測

される（最高到達温度幅：約 625 K～1050 K）。→再蒸発傾向が異なる可能性 

 

 3 号機 

・水蒸気雰囲気で Cs が放出され、その後、ガスとともにサプレッションチャンバー（以

下、SC と略記。）に移行したと予測される。→PCV 内沈着は制限された可能性 

 

 RPV 内における Cs は放出後、主に気相中でその他物質（水蒸気、揮発性 FP、制御棒、構造

材など）と反応し、2 号機の場合は RPV 内構造材に沈着し、3 号機の場合はガスとともに SC に

移行したと考えられる。また、2 号機の場合は、Cs 放出時のガス雰囲気が変動した可能性があ

る。そこで、令和 3 年度の本実施項目では、気相中の Cs 挙動に及ぼす雰囲気（水蒸気／水素

比）の影響を熱力学平衡計算により予備的に評価を行った。また、Cs と鋼材との反応挙動を

予備的に評価した。 
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 (3) 気相中の予備的熱力学解析 

  ① 解析手法 

 本研究では、熱力学データベースとして、OECD/NEA の国際プロジェクトで開発している

TAF-ID[4]を用いた。また、平衡計算ツールは化学平衡計算ソフトウェア Thermo-Calc[5]を用

いた。表 3.1.1-1 に熱力学計算条件を示す。ガス雰囲気の影響を調査のために水蒸気／水素

比を変化させた 3 つのケースを設定した。また、Cs と相互反応を評価するために主要な FP

であるヨウ素（I）とモリブデン（Mo）及び制御棒由来のボロン（B）を着目元素とし、計算

添加量を 0 mol から 0.2 mol の範囲に設定した。温度は 1500 K（冷却材損失事故の典型的

な温度[45]）、圧力は 1 atm（低圧力時の事故現象を想定）と設定した。 

   

② 熱力学解析結果 

 図 3.1.1-1 に Cs-Mo 系における Mo 添加量と生成させる化学種量の変化に関する Case 1

（水蒸気潤沢条件）の計算結果を示す。この Thermo-Calc[5]による熱力学解析条件では、気

相中の Mo 分圧の増加に伴い、Cs-Mo の相互作用反応で Cs2MoO4及び H2MoO4が出現し、それら

が支配的になることが確認された。 

 

 計算結果を基に各系における気中での安定化学種の傾向を以下にまとめる。 

  1) Cs-I 系 

 雰囲気（水蒸気／水素比）に依存せず、気相中の I 分圧増加に伴い、CsI が出現して、支

配的になる傾向を示した。CsI(g)、CsOH(g)、I(g)に関する化学反応式を式(1)に示す。CsI

の生成量は水蒸気／水素比に依存すると考えられ、水蒸気量が大きくなると CsI の生成は

抑制されると考えられる。 

 

      2I(g)＋2CsOH(g)＋H2(g) ⇔ 2CsI(g)＋2H2O(g)           式(1) 

 

  2) Cs-Mo 系 

 水蒸気潤沢条件において、Mo 分圧増加に伴い、CsMoO4及び H2MoO4が出現して、支配的にな

る傾向を示した。Cs2MoO4(g)、H2MoO4(g)、CsOH(g)に関する化学反応式を式(2)に示す。水蒸気

量が大きくなると CsMoO4の生成は抑制されると考えられる。 

 

      Cs2MoO4(g)＋2H2O(g) ⇔ H2MoO4(g)＋2CsOH(g)            式(2) 

 

 水蒸気枯渇条件では、Cs-Mo 相互反応は確認されなかった。Cs-Mo 系で形成される化学種

は、水蒸気/水素濃度比の影響を特に受けやすいことが確認された。 

 

  3) Cs-B 系 

 雰囲気（水蒸気／水素比）に依存せず、気相中の B 分圧増加に伴い、CsBO2が出現して、

支配的になる傾向を示した。ガス移行時に Cs-B 化合物が移行した可能性がある。CsBO2(g)、

CsOH(g)、BHO2(g)に関する化学反応式を式(3)に示す。水蒸気量が大きくなると CsBO2の生成

は抑制されると考えられる。
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3. 令和 3年度の実施内容及び成果 

 3.1 Cs 分布評価の不確かさの低減に向けた評価 

 

  3.1.1 2、3 号機最確シナリオに基づいた RPV 内部の Cs 化学形熱力学評価 

  (1) 目的 

 1F の内部調査等により、炉内状況が少しずつ明らかになってきている[1]。しかしながら、

事故時の Cs のふるまい（化学形態や移行挙動、エアロゾル形成メカニズム）に関しては、い

まだに不確かさが大きいのが現状である。このために、現在の炉内における Cs 分布に関して

も不確かさが大きいと考えられる。今後、本格的なデブリ取り出しを実施するにあたり、Cs の

ふるまいを解明し、事故進展最確シナリオの精緻化を進めていき、Cs 分布評価をする必要が

あると考えられる。本実施項目では、事故記録、MAAP 等による過酷事故（以下、SA と略記。）

解析、及び文献調査[2][3]から RPV 内の事故時化学環境と物質移行に関する 2、3 号機の事故進

展最確シナリオ（事故発生から数日間）を作成し、それに基づき RPV 内の Cs 化学形態変化に

関する予備的な熱力学解析を行い、解析で予想される気相中の Cs の安定相（化学種）の傾向

を系統的に整理することを目的とした。 

 

 (2) Cs 化学形熱力学解析評価 

 2、3 号機の事故進展シナリオと Cs 挙動の予測から、RPV 内における Cs 挙動に関しては、

以下のような特徴が挙げられる。 

 2 号機 

・Cs が燃料から放出すると予測される時間帯（3 月 14 日 18:40 頃～21:30 頃）では、ガス

雰囲気が変動した可能性が指摘できる。 

・Cs が燃料から放出される時間帯では、構造材温度は、場所によらず低温であると予測さ

れる（約 500 K）。→PCV 内に沈着した可能性 

・RPV 内箇所ごと（Upper head、Steam dryer、等）に最高到達温度等に違いがあると予測

される（最高到達温度幅：約 625 K～1050 K）。→再蒸発傾向が異なる可能性 

 

 3 号機 

・水蒸気雰囲気で Cs が放出され、その後、ガスとともにサプレッションチャンバー（以

下、SC と略記。）に移行したと予測される。→PCV 内沈着は制限された可能性 

 

 RPV 内における Cs は放出後、主に気相中でその他物質（水蒸気、揮発性 FP、制御棒、構造

材など）と反応し、2 号機の場合は RPV 内構造材に沈着し、3 号機の場合はガスとともに SC に

移行したと考えられる。また、2 号機の場合は、Cs 放出時のガス雰囲気が変動した可能性があ

る。そこで、令和 3 年度の本実施項目では、気相中の Cs 挙動に及ぼす雰囲気（水蒸気／水素

比）の影響を熱力学平衡計算により予備的に評価を行った。また、Cs と鋼材との反応挙動を

予備的に評価した。 
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      CsBO2(g)＋H2O(g) ⇔ CsOH(g)＋BHO2(g)               式(3) 

 

 上記に挙げた特徴より、2 号機事故初期の水蒸気枯渇条件などにおいては、Cs2MoO4(g)の発

生は制限されていた可能性が示唆される。また、CsI(g)及び CsBO2(g)は水蒸気量の増加に伴

い生成が抑制される傾向があるので、事故の進行に伴う水蒸気発生が Cs 安定相（化学種）に

影響することが考えられる。 

 

令和 4 年度以降は、計算温度域（炉心溶融時の高温領域及び凝集・沈着を考慮するために低

温領域）を広げ、さらに詳しく Cs の安定相（化学種）の傾向を系統的に整理する。 

 

 (4) 鋼材に関する予備的熱力学解析 

  ① 解析手法 

 Cs と鋼材との反応に関する熱力学解析において、TAF-ID には Cs と鋼材（Fe、Si、Cr 等）

の反応に関するデータの格納が不十分であることが確認された。令和 4 年度には、これら

（Cs-Fe-O、Cs-Cr-O、Cs-Si-O システム）に関するデータが TAF-ID に格納予定であり、格

納後、詳細な計算を実施する予定である。そこで、令和 3 年度に関しては、TAF-ID の代替

データベースとして、低温域の Cs-Si-O システムに関して利用可能であった SGTE データベ

ースを用いて、Cs と Si（鋼材の一部）との相互反応に関する解析を実施した。温度は CsOH

が液体として存在する 800 K を採用し、雰囲気は水蒸気潤沢雰囲気を想定し、水蒸気及び水

素濃度を H2O＝1 mol、H2＝0.1 mol とした。また、Cs 濃度を 0.1 mol に設定し、Si 濃度を 0 

mol から 0.2 mol とし、Si に関する感度解析を実施した。 

 

  ② 熱力学解析結果 

 図 3.1.1-2 に Cs-Si 系における Si 添加量と生成される化合物の変化に関する 800 K、水

蒸気潤沢雰囲気の結果を示す。Si の添加量に伴い、Cs2SiO3(s)が生成され、支配的になる傾

向が確認された。また、Si の添加量の増加に伴い、Cs2SiO3(s)→Cs2Si2O5(s)→Cs2Si4O9(s)と

Cs-Si 系化合物が変化することが確認された。 

 

 (5) まとめ 

 2、3 号機の事故進展最確シナリオ評価で得られた圧力容器内部の化学条件変化（温度、水

素・水蒸気比等）から Cs の移行挙動を予備的に推定し、Cs 化学形のなかでも特に重要な Cs-

I、Cs-Mo、Cs-B 系について 1500 K における安定化合物の水素・水蒸気比依存性を熱力学解析

によって評価した。その結果、2 号機事故初期の水蒸気枯渇条件などにおいては、Cs2MoO4(g)

の発生は制限されていた可能性が示唆される。また、CsI(g)及び Cs2MoO4(g)は水蒸気量の増加

に伴い生成が抑制され、一方、CsBO2 は水蒸気量の増加に伴い生成が促進される傾向があるの

で、事故の進行に伴う水蒸気発生が Cs 安定相（化学種）に影響することが考えられる。令和

4 年度以降は、計算温度域（炉心溶融時の高温領域及び凝集・沈着を考慮するために低温領域）

を広げ、さらに詳しく Cs の安定相（化学種）の傾向を系統的に整理する。 
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図 3.1.1-1 Cs-Mo 系における Case 1（水蒸気潤沢条件）の計算結果 

 

 

 

表 3.1.1-1 Cs と着目元素（I、Mo、B）との相互反応調査に関する熱力学計算条件 

 

 
 

 

 

CsOH(g)はMo添加により、
Cs2MoO4(g)、H2MoO4が徐々に支配的になる

CsOH (g)
MoO2 (S)

Cs2MoO4 (g)
H2MoO4 (g)

Cs (g)
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  3.1.2 2、3 号機最確シナリオに基づいた PCV 内部の Cs 化学形熱力学評価 

 (1) 目的 

 2、3 号機でのデブリ取り出しに向けた事故炉内での Cs 分布の評価精度の向上がデブリへの

アクセスルート構築、デブリ取り出し工程の設計等で喫緊の重要課題となっている。PCV 内部

での Cs のふるまいは、Cs 化合物の水相を介した移行[6][7][8]や Cs 化合物とコンクリート・鋼

材との反応[9]と様々なメカニズムが入り混じり、複雑になっていると考えられる。これらのメ

カニズムを 1 つ 1 つ解明し、主要因を特定することができれば、Cs 炉内分布の精度向上に繋

がると考えられる。 

 本項3.1.2では、Cs炉内分布に強く影響すると考えられる事故時の化学的な環境について、

前項 3.1.1 と同様に、事故時のプラントデータ等の記録の調査、MAAP 等による SA 解析及び Cs

の水相中化学状態に関する文献調査[2][3][6][7][8]等を行い、蓋然性の高い PCV 内の事故時化学環

境と物質移行に関する 2、3 号機の事故進展最確シナリオを検討した。しかし、現状知見だけ

では、2、3 号機の最確シナリオに直接対応した PCV 内部の化学環境を取りまとめることはで

きなかった。そこで、事故時の PCV 内壁の温度測定データ（約 400 ℃）と RPV ペデスタル内

側領域の温度解析データ（約 800 ℃）がある 1 号機の事故シナリオ[1]に基づいて、Cs 化学形

態の変化を評価した。これにより、2、3 号機最確シナリオにおいて重要な評価因子となる事

故時の PCV 内の温度の違いを予備的に評価することができる。 

 

 (2) Cs 化学形熱力学解析評価 

  ① 事故時の化学環境の選定 

 現状の 2、3 号機のプラントデータ及び MAAP 解析結果からは、2、3 号機の事故進展シナ

リオと Cs 挙動の予測から、PCV 内での着目する反応項目としては、以下のものが挙げられ

る。PCV 内における Cs 化学形態の評価をするために必要となる、事故時温度データを解析

に十分な精度で設定することはできなかった。これは、本研究プロジェクト内の専門家によ

る今年度の意見交換では、十分な定量根拠で合意できず、解析に十分な精度で化学条件を選

定できなかったためである。その代わりに、PCV 内温度データについて、すでに妥当な定量

値が得られている 1 号機シナリオを参考に、計算基準となる 2 つの箇所の温度（400 ℃及び

800 ℃）を、2、3 号機の参照条件として設定した[1]。 

   ・PCV ドライウェル（以下、D/W と略記。）壁面：400 ℃ 

   ・RPV 下ペデスタル領域内部の最高到達温度：800 ℃ 

 

 前者は、東電による事故進展時の測定値、後者は、JAEA による熱解析の評価値である。い

ずれも debrisWiki[1]での記載を参照した。これらの温度は、直接 2、3号機の最確シナリオ

に基づいて選定した値ではないが、事故時に起こりうる PCV 内部位の違いによる温度差を予

備的に評価するための参照値として活用できる。データベースとして標準データベースSGTE

を用い、平衡計算ツールは Thermo-Calc[5]を用いた。計算条件に関しては、3.1.1(3)①の

Case1（水蒸気潤沢条件：H2O＝1000 mol、H2＝100 mol、Cs＝0.1 mol、着目元素（I、Mo、B）

＝0 mol～0.2 mol、圧力＝1 atm）で、温度条件を 400 ℃及び 800 ℃として計算を行った。 

 図 3.1.2-1 及び図 3.1.2-2 に 400 ℃及び 800 ℃、それぞれの Cs-Mo 系における Mo 添加量

と生成させる化学種量の変化に関する計算結果を示す。どちらの温度条件においても、Mo 添

JAEA-Review 2022-053

- 34 -



11 
 

 

加量増加に伴い、Cs-Mo の相互作用反応で Cs2MoO4(s)が出現し、それが支配的になることが

確認された。計算結果を基に各系における安定化学種の傾向を以下にまとめる。 

 

  1) Cs-I 系 

 400 ℃の場合、I 濃度増加に伴い CsI(s)が出現し、支配的になる傾向を示した。一方、

800 ℃の場合、I 濃度増加に伴い CsI(g)が出現し、支配的になる傾向を示した。このことよ

り、Cs-I 系で生成される化学種は、ドライウェル壁面のような低温領域においては、CsI(s）

として沈着しうると評価される。他方、燃料デブリが凝固したあとであっても、ペデスタル

内領域のように、これが雰囲気中に露出する条件では、ガス相として蒸発が継続する可能性

を示している。 

 

  2) Cs-Mo 系 

 400 ℃及び 800 ℃ともに、Mo 濃度増加に伴い、CsMoO4(s)が出現して、支配的になる傾向

を示した。このことより、Cs-Mo 系の化合物については、燃料デブリが凝固したあとに、あ

る程度の高温雰囲気（本解析では 800 ℃を選定。）が維持されても、燃料デブリや構造材に

吸着された状態を維持することが示唆される。 

 

  3) Cs-B 系 

 400 ℃の場合、B 添加量増加に伴い、CsBO2(s)が出現して、支配的になる傾向を示した。

一方、800 ℃の場合、B添加量増加に伴い、CsBO2(g)が出現して、支配的になる傾向を示し

た。CsBO2(g)、CsOH(g)、BH3O3(g)に関する化学反応式を式(4)に示す。CsBO2(g)の生成は水蒸

気量に依存すると考えられる。 

 

      CsBO2(g)+2H2O(g) ⇔ CsOH(g)+BH3O3(g)              式(4) 

 

 これらのことから、Cs-B 系化合物については、D/W 壁面のような低温領域では沈着される

一方、燃料デブリ近傍では蒸発が継続される可能性が示唆される。また、その時の蒸発種に

ついては水蒸気濃度の影響を受けると示唆される。 

 

 これら 3個の系の解析結果に基づくと、ペデスタル内のような PCV 内での比較的高温とな

る領域では、Cs2MoO4(s)が他の Cs 化合物に比べて化学的に安定化し、燃料デブリや構造材に

吸着可能性が示唆される。また、D/W 壁面のようない比較的低温となる領域においては、様々

な系の固相（CsI(s)、Cs2MoO4(s)及び CsBO2(s)）が吸着する沈着した可能性が示唆される。

本解析から、今後の実デブリ等のサンプル分析における参照知見を得ることができた。 

 

  ② コンクリート及び鋼材との反応に関する熱力学予備解析 

 令和 3 年度の熱力学解析では、PCV 内部で Cs と化合物を生成する重要元素として、Si（コ

ンクリート主成分）及び Fe（酸化鉄、鋼材主成分）に着目した。 

 解析手法は、3.1.2①と同様のデータベース及び平衡計算ツールを用いた。PCV 内の主な

雰囲気は水蒸気雰囲気であると考えられるので、計算条件としては 3.1.1(3)①の Case 1（水
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側領域の温度解析データ（約 800 ℃）がある 1 号機の事故シナリオ[1]に基づいて、Cs 化学形

態の変化を評価した。これにより、2、3 号機最確シナリオにおいて重要な評価因子となる事
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を用い、平衡計算ツールは Thermo-Calc[5]を用いた。計算条件に関しては、3.1.1(3)①の

Case1（水蒸気潤沢条件：H2O＝1000 mol、H2＝100 mol、Cs＝0.1 mol、着目元素（I、Mo、B）

＝0 mol～0.2 mol、圧力＝1 atm）で、温度条件を 400 ℃及び 800 ℃として計算を行った。 

 図 3.1.2-1 及び図 3.1.2-2 に 400 ℃及び 800 ℃、それぞれの Cs-Mo 系における Mo 添加量

と生成させる化学種量の変化に関する計算結果を示す。どちらの温度条件においても、Mo 添

JAEA-Review 2022-053

- 35 -



12 
 

 

蒸気潤沢条件）の条件（H2O＝1000 mol、H2＝100 mol、Cs＝0.1 mol、着目元素＝0 mol～0.2 

mol、温度＝1500 K、圧力＝1 atm）で、着目元素を Si：コンクリート主成分、Fe：鋼材主成

分とした。 

 Si、Feに関する標準データベースSGTEによる予備解析の結果を、図3.1.2-3及び図3.1.2-

4 に示す。Si 添加量の増加に対して Cs との化合物形成は予測されていないが、過去に行わ

れた CsOH-SUS 反応実験[21][22][23]では Cs-Si-O 化合物が確認されており、既往データベース

に格納されている知見が不十分であることが分かった。令和 4 年度以降、TAF-ID データベ

ースに Cs-Fe-O 及び Cs-Si-O に関するデータが格納される予定であるので、再度、熱力学解

析を実施する。 

 

 (3) まとめ 

 2、3 号機最確シナリオにおいて重要な評価因子となる事故時の PCV 内の温度に関して、事

故時の PCV 内壁の温度測定データと RPV ペデスタル内側領域の温度解析データがある 1 号機

の事故シナリオに基づいて、Cs 化学形態の予備的に評価した。その結果、事故時の PCV 内箇

所の温度の違いが Cs 安定相（化学種）の状態に影響することを確認した。特に、凝固途中の

燃料デブリ近傍のような比較的高温領域（ペデスタル内を想定）では、Cs2MoO4 が吸着する可

能性が示唆された。また、気相中の Cs とコンクリート（及び鋼材）との反応及び安定化合物

の特徴について、既往のデータベースを用いた予備的な熱力学解析を実施したが、既往データ

ベースでは格納されているデータが不十分なため、定量的な知見を得ることができなかった。

令和 4 年度に予定されている熱力学データベースの拡充後に再度評価を実施する。 
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図 3.1.2-1  400 ℃における Cs-Mo 系における Mo 添加量と生成させる化学種量の 

変化に関する計算結果 

 

 

 

 
 

図 3.1.2-2  800 ℃における Cs-Mo 系における Mo 添加量と生成させる化学種量の 

変化に関する計算結果 
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蒸気潤沢条件）の条件（H2O＝1000 mol、H2＝100 mol、Cs＝0.1 mol、着目元素＝0 mol～0.2 

mol、温度＝1500 K、圧力＝1 atm）で、着目元素を Si：コンクリート主成分、Fe：鋼材主成

分とした。 

 Si、Feに関する標準データベースSGTEによる予備解析の結果を、図3.1.2-3及び図3.1.2-

4 に示す。Si 添加量の増加に対して Cs との化合物形成は予測されていないが、過去に行わ

れた CsOH-SUS 反応実験[21][22][23]では Cs-Si-O 化合物が確認されており、既往データベース

に格納されている知見が不十分であることが分かった。令和 4 年度以降、TAF-ID データベ

ースに Cs-Fe-O 及び Cs-Si-O に関するデータが格納される予定であるので、再度、熱力学解

析を実施する。 

 

 (3) まとめ 

 2、3 号機最確シナリオにおいて重要な評価因子となる事故時の PCV 内の温度に関して、事

故時の PCV 内壁の温度測定データと RPV ペデスタル内側領域の温度解析データがある 1 号機

の事故シナリオに基づいて、Cs 化学形態の予備的に評価した。その結果、事故時の PCV 内箇

所の温度の違いが Cs 安定相（化学種）の状態に影響することを確認した。特に、凝固途中の

燃料デブリ近傍のような比較的高温領域（ペデスタル内を想定）では、Cs2MoO4 が吸着する可

能性が示唆された。また、気相中の Cs とコンクリート（及び鋼材）との反応及び安定化合物

の特徴について、既往のデータベースを用いた予備的な熱力学解析を実施したが、既往データ

ベースでは格納されているデータが不十分なため、定量的な知見を得ることができなかった。

令和 4 年度に予定されている熱力学データベースの拡充後に再度評価を実施する。 
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図 3.1.2-3 Cs-Si 系における Si 添加量と生成させる化学種量の変化の計算結果 

 

 

 

 
 

図 3.1.2-4 Cs-Fe 系における Fe 添加量と生成させる化学種量の変化の計算結果 
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  3.1.3 Ce 及び Zr 混入酸化物の高温物性評価 

  (1) 目的 

 事故時において、燃料デブリが RPV の下部プレナムにスランピングをしたのちに再溶融す

ることによって、下部ヘッドを破損させると、RPV 下部からペデスタルへ溶融した燃料デブリ

が移行する。また、1F のペデスタル底部は玄武岩系コンクリートが使用されており、溶融落

下した燃料デブリとの高温下における反応である MCCI を引き起こし、ex-vessel デブリを形

成すると考えられている。MCCI の進行に影響を与えると考えられる諸因子として、コンクリ

ートの材質や溶融落下した燃料デブリの組成や温度等が挙げられるが、コンクリートと燃料

デブリが溶融混合した融体の粘度はペデスタル上における濡れ広がりや物質移動を司る物性

値である。そこで、本項目においては、CeO2(-ZrO2)-CaO-Al2O3-SiO2 系高温融体の粘度を幅広

い組成範囲にて測定するための条件設定を行い、当該酸化物系の高温における粘度範囲を玄

武岩系コンクリートの基本組成となる CaO-Al2O3-SiO2系の文献情報より予測した。その後、現

有設備であるるつぼ回転法粘度測定装置を用いて 1873 K 以下の高温で CeO2(-ZrO2)-CaO-

Al2O3-SiO2系高温融体の粘度測定を試みた。 

 

 (2) 実施内容 

 1F ペデスタル部を構成する玄武岩系コンクリート組成は 14.1CaO-68.7SiO2-17.0Al2O3 

mass%[10]であることが知られており、酸化物融体の物性値便覧である Slag Atlas 2nd ed.によ

ると 1773 K において均一溶融し、5 Pa⋅s（50 poise）程度の粘度を有することが分かった[11]。 

また、この融体に対して精度良く粘度測定を行うことができる手法は回転法[12]であり、コ

ンタクトマテリアルとして酸化物融体に対して反応性が低く高温における強度を有する Pt-

20 mass% Rh 合金製のるつぼ及びロッド（回転モーメント;トルクを検出する測定子）を採用

した。 

 図 3.1.3-1 に回転法の測定原理図を示す。半径が R1、R2 である無限長の共軸円筒間に粘度

（η）の液体を満たし、外筒を角速度（ω）で回転させるとき内筒に生じるトルク（Torque）

と粘度（η）の関係は式(3.1.3-1)で与えられる。（ただし、試料融体が①ニュートン流体であ

り、②層流をなして流れ、③器壁における滑りがない場合に限る。） 

 

 

式(3.1.3-1) 

 

 式(3.1.3-1)より、測定の幾何学条件が既知であればトルクの測定によって粘度を求めるこ

とができる。しかし、正確なトルク値を直接測定することは難しいため、本研究ではトルクに

比例する量をトーションワイヤーのねじり弾性を利用して電位差として測定し、あらかじめ

粘度既知のシリコーンオイルを用いて作成した検量線に電位差を代入することにより、見か

けの粘度を算出した。その後、式(3.1.3-2)により、るつぼ及びロッドの熱膨張による影響を

補正して粘度を求めた。 

 

式(3.1.3-2) 

ここで、η：粘度、η’：見かけの粘度、α：線熱膨張係数、T：絶対温度である。
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図 3.1.2-3 Cs-Si 系における Si 添加量と生成させる化学種量の変化の計算結果 

 

 

 

 
 

図 3.1.2-4 Cs-Fe 系における Fe 添加量と生成させる化学種量の変化の計算結果 
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 図 3.1.3-2 に回転法による粘度測定装置の概略図を示す。Pt-20 mass% Rh 合金製のるつぼ

及びロッドの形状及び寸法は図 3.1.3-2(a)に示すとおりである。試料融体を満たした外筒（る

つぼ）に内筒（ロッド）を浸漬し、一定の角速度でるつぼを回転させることによって融体の粘

性抵抗によってロッドにトルクが生じる。このトルクを図 3.1.3-2(b)に示す差動トランスを

用いて、電位差に変換して検出した。また、差動トランス下部のオイルダンパーはロッドの水

平をとり、変位角をすばやく安定させる働きがある。加熱炉は U 字型の MoSi2製発熱体を 6 本

配置することによって、最高 1873 K までの測定が可能である。 

 試料融体の温度検出は B-Type（Pt-6 mass% Rh/Pt-30 mass% Rh）熱電対をるつぼの真横に

設置して行った。また、回転は支持台をモーター（Oriental Motor、MSM425-402）に接続して

行った。ダンパーオイルの粘度、モーターの回転数、るつぼの形状、ロッドの浸漬深さ、トー

ションワイヤーの径または長さ等については、粘度既知のシリコーンオイルを用いて検定を

行っており、高温での検定は SRM2 を用いて行った[13]。 

 表 3.1.3-1（mass%）及び表 3.1.3-2（mol%）に本項目で高温粘度を測定した酸化物系の組成

を示す。①は 1F ペデスタル部を構成する玄武岩系コンクリート組成[10]、これに対して②は 10 

mass%模擬燃料コリウム[10]を加えた組成である。ただし、UO2 は実験に用いることが困難であ

るため代替として CeO2を用いた。また、③は②に対して Cs2O を 1 mass%添加した組成である。

各種酸化物試薬（CaO 及び Cs2O は炭酸塩試薬）を所定の組成に秤量混合したのちに、混合粉

末を Pt-20 mass% Rh 合金製のるつぼに入れて炉内に設置し、1873 K まで昇温した。 

 その後、1873 K において融体状態の安定化のため 1 時間の保持を行い、回転数 50 rpm によ

って 25 K ごとに試料融体の粘性抵抗によって生じる電位差を測定した。また、各測定温度に

おける保持時間は 20 分であった。この電位差をあらかじめ作成しておいた検量線の式に代入

して見かけの粘度を求めたあと、各温度における Pt-20 mass% Rh 合金製のるつぼ及びロッド

の熱膨張による影響を補正して粘度とした。なお、粘度測定は大気雰囲気にて行い、またロッ

ド等の測定系を懸垂するトーションワイヤーはφ0.46×L30 mm を採用した。 

 

 (3) 結果及び考察 

 測定の結果、1873 K において①は 70.55 Pa⋅s（705 poise）の粘度を示すことが分かった。

これは、文献調査の結果である 1773 K における粘度値 5 Pa⋅s（50 poise）に比較して一桁以

上高い値であるが、表 3.1.3-2 に示すように①は、本項目において測定を行った酸化物系で

は陽イオン−酸素間引力の観点から、Network Former（網目形成酸化物）として挙動すると考

えられる SiO2を 73.2 mol%も含有しているため、今回の測定値はリーズナブルであると考え

られる。つまり、文献値は 50 poise ではなく 50 Pa⋅s の誤記載である可能性があると思われ

るが、より詳細な文献調査が必要と思われる。次に、1873 K において③は 39.1 Pa⋅s（391 

poise）の粘度を示すことが分かった。これより、10 mass%の模擬燃料コリウム及び 1.0 mass%

の Cs2O が混合することによって、大幅に粘度が低下することが明らかとなった。これは、陽

イオン半径が大きな Ce4+、Zr4+、及び Cs2+が酸化物融体中において Network Modifier（網目修

飾酸化物）として挙動することによって，測定を行った酸化物系において主たるネットワー

ク構造であるアルミノシリケートの流動ユニットを小さくしたためであると考えられる。し

かしながら、Cs2O に関しては 1 mass%（0.2 mol%）とその含有量が非常に少ないため、融体粘

度に与える影響は小さいと考えられる。
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 (4) 令和 4 年度以降の研究計画 

 ここで、令和 3 年度研究開始当初は上記に示すとおり ex-vessel 条件にて玄武岩系コンク

リートに対して、溶融酸化物デブリ（コリウム）が反応した際の粘度測定を行い、そこへの Cs

酸化物の影響を測定する計画を立てていた。しかし、事故進展最確シナリオの検討により、

ex-vessel 条件で存在が予想される Cs2O 量が燃料デブリバルクの粘性に影響を与えるほどで

はないことが明らかとなった。むしろ、RPV 内（in-vessel）条件にて、いったん蒸発した Cs

や燃料ペレット中に残留した Cs が、構造材の 1 つであるステンレス鋼（SUS316L）表面に付

着しこれと反応することによって、その表面 Cs2O-Fe2O3 系融体を形成する可能性が高いこと

が示された。事故進展に伴う温度上昇により、この融体からエアロゾルが形成・飛散すると考

えられ、炉内での Cs 移行・最凝縮に影響を与えると考えられる。本研究では、後者のメカニ

ズム理解の重要性に着目し、研究計画の追加を行った。これによって、2、3 号機の Cs 移行挙

動の評価に必要な Cs2O 酸化物系の粘度を精緻に測定することで、炉内セシウム分布の評価精

度向上に資する融体からのエアロゾル形成プロセス理解の一助となる流動物性に関する知見

を拡充することを目的とした。ここではまず、Cs2O-Fe2O3系融体の物性を予見するため、似通

った性質を有すると思われる RO-Fe2O3 系溶融酸化物（R:アルカリ、アルカリ土類）の粘度に

関する文献調査を行った。 

 角田らは、るつぼ回転法により大気雰囲気下において、Na2O-Fe2O3 系酸化物融体（20～50 

mass% Na2O）の高温粘度を測定した[15]。その結果、図 3.1.3-3 に示すように温度及び組成に

応じて、0.01～0.5 Pa⋅s の範囲に粘度が分布することが分かる。また、Na2O 量が増加するに

伴って Na2O-Fe2O3系酸化物融体の粘度が上昇することが分かる。これは、Na+イオンが Network 

Former として挙動する酸素四配位構造の Fe3+イオンである FeO45-に対する電荷補償陽イオン

の役割を担うことによって上記の粘度上昇が生じたものと推定できる。また、本項目執筆者で

ある Saito らは、同じくるつぼ回転法により大気雰囲気下において、CaO-Fe2O3系酸化物融体

の高温粘度を測定した[13]。その結果、図 3.1.3-4 に示すように、1873 K において組成に応じ

て 0.002～0.03 Pa⋅s の範囲に粘度が分布することが分かる。また、CaO 量が増加するに伴っ

て CaO-Fe2O3系酸化物融体の粘度が上昇することが分かるが、これは前述のように Ca2+イオン

が FeO45-に対する電荷補償陽イオンとして挙動するためであると考えられる。加えて、SiO2及

び Al2O3量が増加することによって粘度が上昇することが分かる。以上の文献調査より、代表

的な RO-Fe2O3 系溶融酸化物融体は 10-3～10-1 Pa⋅s 程度の粘度有することが分かった。以上よ

り、この融体に対して精度良く粘度測定を行うことができる手法は回転法[13]であり、コンタ

クトマテリアルとして酸化物融体に対して反応性が低く高温における強度を有する Pt-20 

mass% Rh 合金製のるつぼ及びロッドを今後採用する。なお、粘度測定は大気雰囲気にて行い、

またロッド等の測定系を懸垂するトーションワイヤーはφ0.20×L300 mm を採用する。 

 

 (5) まとめ 

 CeO2(-ZrO2)-CaO-Al2O3-SiO2 系高温融体の粘度を幅広い組成範囲にて測定するための条件と

して、測定系を懸垂するトーションワイヤーの直径及び長さ、測定に際して検量を行う粘度

範囲を設定して粘度測定を行った。当該酸化物系の高温における粘度範囲を CaO-Al2O3-SiO2 

系の文献情報より予測した。その後、るつぼ回転法粘度測定装置（現有設備）を用いて 1873 

K 以下の高温で、CeO2-(-ZrO2)-CaO-Al2O3-SiO2系高温融体の粘度測定を試みた。コンタクトマ
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 図 3.1.3-2 に回転法による粘度測定装置の概略図を示す。Pt-20 mass% Rh 合金製のるつぼ

及びロッドの形状及び寸法は図 3.1.3-2(a)に示すとおりである。試料融体を満たした外筒（る

つぼ）に内筒（ロッド）を浸漬し、一定の角速度でるつぼを回転させることによって融体の粘

性抵抗によってロッドにトルクが生じる。このトルクを図 3.1.3-2(b)に示す差動トランスを

用いて、電位差に変換して検出した。また、差動トランス下部のオイルダンパーはロッドの水

平をとり、変位角をすばやく安定させる働きがある。加熱炉は U 字型の MoSi2製発熱体を 6 本

配置することによって、最高 1873 K までの測定が可能である。 

 試料融体の温度検出は B-Type（Pt-6 mass% Rh/Pt-30 mass% Rh）熱電対をるつぼの真横に

設置して行った。また、回転は支持台をモーター（Oriental Motor、MSM425-402）に接続して

行った。ダンパーオイルの粘度、モーターの回転数、るつぼの形状、ロッドの浸漬深さ、トー

ションワイヤーの径または長さ等については、粘度既知のシリコーンオイルを用いて検定を

行っており、高温での検定は SRM2 を用いて行った[13]。 

 表 3.1.3-1（mass%）及び表 3.1.3-2（mol%）に本項目で高温粘度を測定した酸化物系の組成

を示す。①は 1F ペデスタル部を構成する玄武岩系コンクリート組成[10]、これに対して②は 10 

mass%模擬燃料コリウム[10]を加えた組成である。ただし、UO2 は実験に用いることが困難であ

るため代替として CeO2を用いた。また、③は②に対して Cs2O を 1 mass%添加した組成である。

各種酸化物試薬（CaO 及び Cs2O は炭酸塩試薬）を所定の組成に秤量混合したのちに、混合粉

末を Pt-20 mass% Rh 合金製のるつぼに入れて炉内に設置し、1873 K まで昇温した。 

 その後、1873 K において融体状態の安定化のため 1 時間の保持を行い、回転数 50 rpm によ

って 25 K ごとに試料融体の粘性抵抗によって生じる電位差を測定した。また、各測定温度に

おける保持時間は 20 分であった。この電位差をあらかじめ作成しておいた検量線の式に代入

して見かけの粘度を求めたあと、各温度における Pt-20 mass% Rh 合金製のるつぼ及びロッド

の熱膨張による影響を補正して粘度とした。なお、粘度測定は大気雰囲気にて行い、またロッ

ド等の測定系を懸垂するトーションワイヤーはφ0.46×L30 mm を採用した。 

 

 (3) 結果及び考察 

 測定の結果、1873 K において①は 70.55 Pa⋅s（705 poise）の粘度を示すことが分かった。

これは、文献調査の結果である 1773 K における粘度値 5 Pa⋅s（50 poise）に比較して一桁以

上高い値であるが、表 3.1.3-2 に示すように①は、本項目において測定を行った酸化物系で

は陽イオン−酸素間引力の観点から、Network Former（網目形成酸化物）として挙動すると考

えられる SiO2を 73.2 mol%も含有しているため、今回の測定値はリーズナブルであると考え

られる。つまり、文献値は 50 poise ではなく 50 Pa⋅s の誤記載である可能性があると思われ

るが、より詳細な文献調査が必要と思われる。次に、1873 K において③は 39.1 Pa⋅s（391 

poise）の粘度を示すことが分かった。これより、10 mass%の模擬燃料コリウム及び 1.0 mass%

の Cs2O が混合することによって、大幅に粘度が低下することが明らかとなった。これは、陽

イオン半径が大きな Ce4+、Zr4+、及び Cs2+が酸化物融体中において Network Modifier（網目修

飾酸化物）として挙動することによって，測定を行った酸化物系において主たるネットワー

ク構造であるアルミノシリケートの流動ユニットを小さくしたためであると考えられる。し

かしながら、Cs2O に関しては 1 mass%（0.2 mol%）とその含有量が非常に少ないため、融体粘

度に与える影響は小さいと考えられる。
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テリアルの選定及び CaO-Al2O3-SiO2系溶融酸化物の粘性に関する文献調査より、1773 K にお

いて均一溶融し、5 Pa⋅s 程度の粘度を有することが分かった。この融体に対して精度良く粘

度測定を行うことができる条件の設定を行った。 

 また、in-vessel 条件で SUS316L 表面において生成すると考えられる、Cs2O-Fe2O3系メルト

からのエアロゾル形成メカニズム理解に向けて、基本形となる Cs2O-Fe2O3 系の物性を予見す

るため、RO-Fe2O3系溶融酸化物（R:アルカリ、アルカリ土類）の粘性に関する文献調査を追加

として行った。その結果、10-3～10-1 Pa⋅s 程度の粘度有することが分かり、本系融体に対して

精度良く粘度測定を行うことができる条件の設定を行うことができた。 

 

 

 

表 3.1.3-1 高温粘度を測定した酸化物系の化学組成（mass%） 

 

 SiO2 CaO Al2O3 CeO2 ZrO2 Cs2O 

① 68.8 14.1 17.1 - - - 

② 61.9 12.7 15.4 7.8 2.2 - 

③ 61.3 12.6 15.2 7.8 2.1 1.0 

 

 

 

表 3.1.3-2 高温粘度を測定した酸化物系の化学組成（mol%） 

 

 SiO2 CaO Al2O3 CeO2 ZrO2 Cs2O 

① 73.2 16.1 10.7 - - - 

② 70.1 15.4 10.3 3.1 1.2 - 

③ 69.9 15.3 10.2 3.1 1.2 0.2 
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図 3.1.3-1 回転法による酸化物融体の粘度測定原理図 

 

 

 

 
 

図 3.1.3-2 回転法による粘度測定装置の概略図 
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図 3.1.3-3 Na2O-Fe2O3系酸化物融体の粘度測定例 

（出典：日本金属学会誌[15]） 

 

 

 
図 3.1.3-4 CaO-Fe2O3系酸化物融体の粘度測定例 

（出典：Metallurgical and Materials Transactions B[13]） 
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 3.1.4 Cs 挙動確認試験 

 (1) 目的 

 本課題における本研究項目では、令和 3 年度に以下を実施する。1F 事故の現状での最確事

故シナリオを参考に、その条件で最も形成されやすいと考えられる Cs 化合物と鋼材及びコン

クリートとの相互作用に関する予備的検討を行う。これら予備試験により、令和 4 年度に実

施する包括的なパラメータ試験に向けた基礎知見を取得する。 

 

 (2) Cs のふるまいに関する既往知見の整理 

 被覆管内に溜まっている Cs が被覆管の破損により、炉内の水蒸気と反応して、CsOH や CsI

などの Cs 化合物を形成し、ガス状となって環境中に移行したり、原子炉内や PCV 内外に移行

したりして、最終的に吸着、凝集する。事故時に形成される最も重要な化学種は CsOH であり、

化学活性の高いアルカリ元素系化合物である。500 ℃以下ではあまり活性が高くないが[16]、

それ以上の温度では、ステンレス鋼や他の物質と反応して放射性 Cs を含有する安定な化合物

を形成すると報告されている[17][18][19]。 

 鋼材などの酸化された表面は一般的に粗い構造であることから、液相や気相の Cs 化合物が

吸着されやすいと考えられる。従来、室温でも、粘土層中の鉱物粒子析出相への Cs 吸蔵現象

があることが示されている[19][20]。しかし、Cs 化合物が、相対的に高温で鋼材表面に吸着する

ケースでは、吸着メカニズムは異なると考えられる。Allen[21]による温度勾配条件での試験で

確認されたように、Cs は約 550 ℃で水溶性あるいは非水溶性の化合物を形成して鋼材表面に

残留し、さらに、約 950 ℃で保持されたステンレス鋼材の酸化物層中に急速に侵入する。

Elrick ら[22]は、約 1000 ℃で酸化させた試料表面を分析し、酸化物層の界面に Cs 化合物が存

在していることを観測した。Cs 化合物が酸化物相中にトラップされる場合には、Cs の蒸発を

抑制する可能性が指摘された。Nakajima ら[23]は、約 800 ℃で 3 時間維持したステンレス鋼中

に、Cs-Si-Fe-O 系の化合物が形成されていることを確認している。 

また、3.1.1、3.1.2 の 2、3 号機最確シナリオ評価から、事故進展において炉内のステンレ

ス鋼は 1000 ℃以下の水蒸気雰囲気に曝される可能性が高いことが分かった。上記の文献調

査からステンレス鋼表面酸化膜がCs化合物の吸着及び蒸着に影響を及ぼしていることが示唆

されるが、実際の事故条件における酸化膜成長に対して Cs の吸着挙動を定量的に評価するほ

どの機構論的考察は得られていない。したがって、本研究では事故進展過程におけるステン

レス鋼表面酸化状態の変化に伴う Cs の吸着量の評価精度を向上させることを目的として、最

も反応性が高いと考えられる CsOH を対象に最尤温度範囲 500～900 ℃における吸着挙動の基

礎過程を理解するために、最も基礎となる「酸化膜なしステンレス鋼」に対する CsOH 反応試

験を実施した。 

 

  

 (3) 実験条件 

 予備試験では、NETZSCH Japan K.K.製の熱分析装置（STA 2500）を用いた（図 3.1.4-1）。

熱重量分析により、酸化による重量増加、あるいは蒸発による重量減少を測定できる。液相化

やその他の相変態は、温度変化曲線における吸熱ピークとして現れる（図 3.1.4-2）。 

 令和 3 年度は、まず最も重要な CsOH の熱分析測定を実施した。測定には、Pt 製のるつぼを

使用した。500 ℃に到達する以前に、CsOH はほぼ全量蒸発することを確認した。次に、CsOH

20 
 

 

 
 

図 3.1.3-3 Na2O-Fe2O3系酸化物融体の粘度測定例 

（出典：日本金属学会誌[15]） 

 

 

 
図 3.1.3-4 CaO-Fe2O3系酸化物融体の粘度測定例 

（出典：Metallurgical and Materials Transactions B[13]） 
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を同様に Pt 製るつぼ内に装荷した後に、その上に 316L ステンレス鋼の板状試料を装荷する

条件で熱分析を実施した。316L ステンレス鋼は、BWR の制御棒ブレードのシース材として用

いられている材料である。試験条件は表 3.1.4-1 に示した。試験は水蒸気雰囲気中で実施し、

温度は 500、700、800、900 ℃で、保持時間は 500 ℃では 15 分、他の条件では 30 分とした。

蒸発した Cs 化合物は、オフガスラインに設けた水槽トラップで回収した。 

 

 (4) 結果と考察 

 図 3.1.4-2 に本研究で得られた CsOH の熱分析データ（TG-DTA データ）を示す。この測定で

は、保持温度 500 ℃の条件で、他の物質表面へ吸着していない Cs 化合物の蒸発特性を、基準

条件として測定した。図中には、赤の点線で試料の温度変化を、緑線で試料の重量変化（TG）

を、青線で試料と標準試料の温度差の履歴（DTA）をそれぞれ示す。TG 曲線では、約 230～300 ℃

あたりで急激な重量減少が観測される。試料温度が 500 ℃に到達したあとの等温保持条件で

も、試料重量が少しずつ減少している。このことは、昇温中と等温保持中の蒸発速度の変化が

大きく異なることを意味している。DTA 曲線では、228 ℃に吸熱ピークが明確に観測された。

これは、CsOH の固相/液相変態に相当すると考えられる。文献[18]では、CsOH の液相化温度は

315 ℃と報告されている。本研究での測定値は文献値[18]より約百℃低い値であった。文献[18]

のデータは数十年以上前に取得されており、試薬が水分吸収していた可能性がある。これら

のことから、炉内環境のような実用的な条件では、CsOH の液相化温度が、雰囲気の湿潤条件

に応じて、およそ 220～315 ℃の範囲にあると推定される。これらの測定データにより、液相

状態の CsOH からの蒸発性が高いことが確認された。試験後試料を観察したところ、保持温度

500 ℃の条件において、Pt 製るつぼからほぼすべての Cs 化合物が蒸発していた。 

 次に、表 3.1.4-1 にステンレス鋼と CsOH を用いた各条件での重量変化と試験後の試料外観

を示す。令和 3 年度の予備試験により、酸化物表面が形成されていないステンレス鋼材への

CsOH 吸着は物理吸着が支配的であり、加熱により容易に蒸発することが確認された。このこ

とから、今回の TG-DTA 試験条件では、加熱中にステンレス鋼表面の酸化が進展していないと

推察した。このことは、水蒸気雰囲気中においても、CsOH 液相層が表面に形成され、ステン

レス鋼がこれによって完全に覆われると、ステンレス鋼の酸化を抑制する方向に働く可能性

を示唆している。本試験では、CsOH 自体は短時間の反応では、ステンレス鋼を大きく腐食す

ることはなかった。しかし、CsOH 堆積物がステンレス鋼材上に長期的に付着する場合には、

腐食が発生する可能性がある。 

 700～900 ℃の条件でそれぞれ 30 分保持した条件でも、500 ℃で 15 分保持した条件とほぼ

同様の結果が得られた。保持温度を 700～900 ℃まで上昇させても、ステンレス鋼表面の酸化

はあまり進まず、Cs 化合物の残留は見られなかった。このことは、今回の試験条件のすべて

で、ステンレス鋼表面への CsOH 吸着が、物理吸着が支配的であったことを示唆しており、鋼

材表面にわずかな CsOH のみが残留することを確認した。しかしながら、保持温度を 900 ℃以

上にする条件は、その温度に到達する以前に CsOH がほぼ蒸発してしまうため、さらに高温で

他の反応メカニズムがあるかどうかは判断できなかった。このことからは、実際の 1F 事故炉

内でも、圧力容器がベントされる前の閉鎖系の条件の時に、CsOH と鋼材の反応が進展した可

能性が示唆される。
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 本研究で得られた予備的な試験データと、上に示した典型的な事故時の Cs 移行ふるまいか

ら、令和 4年度に実施する 1F 2、3 号機の最確事故シナリオ（RPV 内の条件）に基づく、Cs と

構造材の系統的な反応試験について概略計画を示す。温度条件は 500～1000 ℃とし、化合物

としては CsOH と CsI の試薬を用いる。構造材側の条件としては、ステンレス鋼材表面に 3～

5 µm の予備酸化被膜を付与した試料、鉄とホウ素の共晶物、表面に予備酸化被膜を付与した

鉄とホウ素の共晶物を用いる。コンクリート材と Cs化合物との反応については、300～1200 ℃

の範囲で、コンクリート材への CsOH と CsI の吸着及び脱離反応を調査する。コンクリートと

の反応ではケイ酸化合物の安定性が重要な因子と推定されるため、Cs2SiO3 をコンクリート材

中に予め混入させる。これらのコンクリート材との反応は、PCV 内での Cs ふるまいを想定し

ている。 

 

 (5) まとめ 

 CsOH とステンレス鋼との反応性を検討するための熱分析予備試験により、ステンレス鋼表

面に形成される酸化層が CsOH との反応性に関連している可能性が示唆される。 

 令和 4 年度では、Cs 試薬として CsOH、CsI、Cs2SiO3等とステンレス鋼との反応性に及ぼす

ステンレス鋼の表面酸化膜の影響を評価し、1F 炉内環境で形成しうる Cs 化合物の化学形につ

いて検討する計画である。また、Cs 化合物とジルカロイやコンクリートとの相互作用も調査

する計画である。 

 

 

 
 

図 3.1.4-1 熱分析装置（NETZSCH Japan K.K.、STA 2500）の外観と試料装荷部分 
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315 ℃と報告されている。本研究での測定値は文献値[18]より約百℃低い値であった。文献[18]

のデータは数十年以上前に取得されており、試薬が水分吸収していた可能性がある。これら

のことから、炉内環境のような実用的な条件では、CsOH の液相化温度が、雰囲気の湿潤条件

に応じて、およそ 220～315 ℃の範囲にあると推定される。これらの測定データにより、液相

状態の CsOH からの蒸発性が高いことが確認された。試験後試料を観察したところ、保持温度

500 ℃の条件において、Pt 製るつぼからほぼすべての Cs 化合物が蒸発していた。 

 次に、表 3.1.4-1 にステンレス鋼と CsOH を用いた各条件での重量変化と試験後の試料外観

を示す。令和 3 年度の予備試験により、酸化物表面が形成されていないステンレス鋼材への

CsOH 吸着は物理吸着が支配的であり、加熱により容易に蒸発することが確認された。このこ

とから、今回の TG-DTA 試験条件では、加熱中にステンレス鋼表面の酸化が進展していないと

推察した。このことは、水蒸気雰囲気中においても、CsOH 液相層が表面に形成され、ステン

レス鋼がこれによって完全に覆われると、ステンレス鋼の酸化を抑制する方向に働く可能性

を示唆している。本試験では、CsOH 自体は短時間の反応では、ステンレス鋼を大きく腐食す

ることはなかった。しかし、CsOH 堆積物がステンレス鋼材上に長期的に付着する場合には、

腐食が発生する可能性がある。 

 700～900 ℃の条件でそれぞれ 30 分保持した条件でも、500 ℃で 15 分保持した条件とほぼ

同様の結果が得られた。保持温度を 700～900 ℃まで上昇させても、ステンレス鋼表面の酸化

はあまり進まず、Cs 化合物の残留は見られなかった。このことは、今回の試験条件のすべて

で、ステンレス鋼表面への CsOH 吸着が、物理吸着が支配的であったことを示唆しており、鋼

材表面にわずかな CsOH のみが残留することを確認した。しかしながら、保持温度を 900 ℃以

上にする条件は、その温度に到達する以前に CsOH がほぼ蒸発してしまうため、さらに高温で

他の反応メカニズムがあるかどうかは判断できなかった。このことからは、実際の 1F 事故炉

内でも、圧力容器がベントされる前の閉鎖系の条件の時に、CsOH と鋼材の反応が進展した可

能性が示唆される。
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図 3.1.4-2 本研究で得られた典型的な熱分析曲線 

（試験条件：CsOH 試薬のみ装荷、Pt るつぼ、保持温度 500 ℃、保持時間 15 分） 

 

 

 

表 3.1.4-1 熱分析予備試験の試験条件（試験体：CsOH/316L ステンレス鋼） 

 

保持

温度 

(℃) 

昇温速度 

(K/s) 

保持

時間 

(分) 

雰囲気 

ステンレス

鋼材の初期

重量 (mg)

CsOH の

初期重

量(mg)

試験後の

重量変化 

(mg) 

試験後の外観 

(* るつぼあり) 

500 1 15 
Ar＋20 % 

H2O 
139.13 46.98 -8.3 

*  

700 1 30 
Ar＋20 % 

H2O 
168.81 37.57 -33.75 

800 1 30 
Ar＋20 % 

H2O 
172.9 39.85 -37.98 

900 1 30 
Ar＋20 % 

H2O 
180.51 96.52 -94.09 
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3.2 金属デブリの酸化変質評価 

 

  3.2.1 2、3 号機最確シナリオに基づいた酸化による変質評価 

 (1) 目的 

 本研究における令和 3 年度の目的は、鉄系材料とホウ素を含有する模擬物質を用いた TG-

DTA 試験により、溶融状態の金属デブリの酸化挙動の概略について予備的に検討することであ

る。 

 

 (2) 金属デブリのふるまいに関する既往知見の整理 

 沸騰水型軽水炉（以下、BWR と略記。）では、燃料集合体には、チャンネルボックスや被覆

管にジルコニウム合金が、炉心下部プレナム内には、数多くの制御棒案内管（以下、CRGT と

略記。）などにステンレス鋼が使用されており、これら金属物質の酸化挙動を評価する必要が

ある[24]。 

 使用されている物質間の共晶溶融反応は相対的に低い温度で起こるため[25]、形成される金

属物質の溶融物（以下、金属溶融物と略記。）は、相対的に低い温度で水蒸気に曝される。従

って、金属溶融物の酸化は限定的であり、金属成分を多く保持したまま、下部に移行すると考

えられる。このため、炉心に装荷されていたジルコニウムや鉄の相当量が限定的な酸化度の

まま PCV に移行する可能性がある。この 1F 事故初期フェーズにおける金属リッチデブリ形成

の可能性は、CLADS に整備した大型試験装置（LEISAN）を用いた模擬燃料バンドルの破損・溶

融試験の結果から推察された[26]。さらに、金属溶融物が比較的低温で形成され、炭化ホウ素

を完全に溶融しないため[27]、鉄系材料と炭化ホウ素の混合物が RPV 下部プレナムを局所溶融

し破損させた可能性が考えられている[28]。RPV は鋼材の塊であり、炉心部で形成された金属

溶融物と反応することで、金属リッチデブリの物量が増加すると考えられる。PCV 内に移行し

たあとでも同様である。同時に、金属溶融物中にはホウ素が溶け込み、凝固時に固有している

こと、あるいは、一部がホウ化物として析出することで、金属デブリは硬化し、切削加工しに

くくなっている可能性が考えられる。これは廃炉作業において課題となる可能性がある。さ

らに、金属溶融物中にジルコニウムが溶融している場合には、酸化物デブリと反応して発熱

反応が起こり、炉心破損を促進する可能性も考えられる。 

 前述の事故進展最確シナリオ、及び、事故進展中に冷却水供給が不十分であったという事

故過程を考慮すると、1F 2 号機では、炉心部で金属デブリが溶融して移行・崩落する段階で

は、水蒸気枯渇条件であったと考えられる。したがって、1F 2 号機では金属デブリが多く残

留していると考えられている。一方、1F 3 号機では、発生した水素の物量から、事故過程で

デブリの酸化がかなり進んだと考えられている。このように 1F 2 号機と 3 号機では、事故進

展シナリオがかなり異なっているが、金属溶融物が形成される初期フェーズでは、その酸化

が限定的であることは共通していると思われる。したがって、その後の過程において、2、3 号

機ともに金属溶融物は RPV を破損し、高温溶融物として RPV ペデスタル領域に移行したと考

えられる。また、崩落過程では金属溶融物が広がり、反応表面が増加する。このような金属成

分を多く含む高温溶融物は、凝固するまでに酸化が進行すると考えられる。金属デブリを切

削加工する際には、エアロゾルが飛散する可能性がある。RPV 内に残留、あるいは PCV に移行

した金属デブリの特性については、これまでほとんど知見がなく、模擬金属デブリの特性研

究が進められている。これらを踏まえて、蓋然性の高い事故時化学環境として雰囲気組成、デ

ブリ温度等を推定した。
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(3) 実験条件 

 ステンレス鋼と炭化ホウ素からなる模擬金属デブリ（以降、本項目では模擬金属デブリと呼

ぶ。）の酸化挙動を調べるために、3.1.4 項で掲載したものと同じ NETZSCH Japan K.K.製の TG-

DTA 熱分析装置を用いた（図 3.1.4-1）。熱分析曲線上では、金属デブリの酸化が起こると重量

が増加し、酸化物の蒸発が起こると重量が減少する。 

 この試験では、鉄と Pt の反応を起こさないように、Pt 製るつぼの替わりにアルミナ製るつ

ぼを使用した。最初に、316L ステンレス鋼の板材を、実機同等の制御棒ブレード試験体から

一部切り出して試験に用いた（表 3.2.1-1）。次に、模擬金属デブリサンプルは、CLADS-MADE-

01 試験[30]で回収した模擬金属デブリから切り出した（表 3.2.1-2、図 3.2.1-1）。熱分析試験

では、まず所定の温度まで 100 %のアルゴン雰囲気中で加熱した。次に、雰囲気を 80 % Ar＋

20 %  H2O に切り替えて 60 分保持してから冷却した。 

 試験中に放出されたエアロゾルは、試験装置内排気ライン中に設置したコールドトラップ

（空冷トラップ、水バブルトラップ）で回収した。また、試験中のオフガスをサンプリングし

てガスクロマトグラフで測定したところ、水素と二酸化炭素を検出した。回収したエアロゾル

は、ラマン分光装置で分析し、そこに含まれる物質の化学状態を調べた。 

 

 (4) 結果と考察 

 本研究では、ホウ素を含有する模擬デブリの酸化試験により、ステンレス鋼の酸化との違

いが以下のように示された。 

 図 3.2.1-2 に、316L ステンレス材（以下、316L と略記。）における重量変化を示す。1100 ℃

以上の条件で、初期には重量増加が限定的であるのに対し、ある段階で急速に重量増加する

現象が観測された。その原因を調査するため、試験体の形状や装荷の方法を変えて再現試験

を実施したが、重量増加の絶対値は異なるものの、加熱初期に重量増加が抑制される傾向が

確認された。そのメカニズムとして、表面酸化層（不働態相）の形成とその破損によるブレー

クアウェイ（内部での新たな酸化物層の形成）が推察された。このような反応メカニズムは、

クロムリッチ層を持つ鋼材中での Fe2O3 析出物の形成による酸化進展の典型現象として報告

されている[29]。文献[29]によると、316L の表面にはクロム酸化物は検出されていない。本試

験でも同様の反応が起こった可能性がある。ステンレス鋼中の hematite 層の下に形成される

クロムリッチ層は酸化鉄を微細化させ、酸化を促進する可能性がある。 

 316L 表面の酸化物層の二次電子線像（SEI）からは、局所的な腐食点が非均質に形成されて

いることを示した。この現象は、酸化鉄層の脆性により、容易にそのブレークアウェイを引き

起こすと推定される。このようなブレークアウェイ現象が支配的である場合、酸化進展は拡

散律速でなくなり、重量増加は双曲線則に従わないと考えられる。しかし、反応時間 60 分で

の重量増加と温度は、およそ、アレニウスプロットにおいて直線関係を示していた。これは、

ジルカロイなど金属材料酸化に見られる傾向であった。さらに、316L と模擬金属デブリを比

較すると、316L ではより明確な直線性が見られ、酸素の拡散が支配的であることが確認され

た。模擬金属デブリでは直線性がやや乏しく、副次的な反応が起きていることが推察された。 

 図 3.2.1-3 に模擬金属デブリと重量変化を示す。重量増加は双曲線則に従い、アレニウス

プロットでは直線で近似された。316L と異なり、模擬金属デブリ中にはホウ素が含有されて

いるため、900～1200 ℃の範囲では、ホウ素の酸化が大きく発生した。他方、模擬金属デブリ

中にはより安定な Fe3O4が形成された（316L では Fe2O3）。これらの反応の結果として、重量増 

加はおよそ双曲線則に従った。おそらく、ホウ素リッチ領域にクロムの濃化が起きていると 
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推察され[30][31][32]、これが、より緻密な Fe3O4による酸化鉄層の形成に寄与している。 

このような模擬金属デブリの酸化とジルカロイ-4 の酸化を比較すると、1000 ℃以下では、

模擬金属デブリの酸化速度はジルカロイ-4 より小さいと考えられる。約 1100 ℃では両者の

酸化速度は概ね一致する。しかし、約 1180～1220 ℃で、ホウ素を約 5 wt%含有する模擬金属

デブリの共晶溶融が起こるため、金属デブリの酸化メカニズムが変化する。金属デブリは温

度上昇により急速に溶融して、温度の低い下方に移行する。移行反応は酸化よりも速いと推

察される。一方で、共晶溶融温度直下での酸化速度が増大する効果も無視できない可能性が

ある。これは、共晶溶融温度直下では表面酸化物層の安定性が低下するためである。おそら

く、図中の 1150 ℃のデータは、双曲線則から離れ、酸化量が増加している可能性があり、詳

細に検討中である。 

金属デブリの酸化過程においては、ホウ素は金属デブリのバルクから表面に移行し、ホウ

酸として酸化される。走査型電子顕微鏡（以下、SEM と略記。）分析によると、酸化された領

域にはほとんどホウ素が検出されなかった。模擬金属デブリの表面酸化層は 2 種類の相から

なっていた。そのうちの 1 相が残留するホウ素のほぼすべてを含有していた。このことから、

反応前には、この領域は主にクロムとホウ素を含有しており、反応後には酸化したクロムは

選択的に内側の酸化物層に拡散し、ホウ酸が残留したというメカニズムを推察した。逆に言

うと、ホウ素が選択的に表面に拡散した。内側の酸化物層は鉄とホウ素が濃化した相、鉄とク

ロムが濃化した相及び鉄とニッケルが金属として残留した相で形成されていた。このような

ニッケルを多く含む金属析出にはほとんど酸素が検出されなかった。この金属析出物は

1150 ℃でも形成されていた。この残留金属析出物のふるまいは今後着目すべき点である。ま

た、熱分析試験後にオフガスラインで回収された白色の結晶（図 3.2.1-4）をラマン分光法で

分析したところ、ホウ酸（H3BO3）であることが確認された。 

令和 3 年度の試験結果を踏まえて、以下のような試験を令和 4 年度に計画した。まず、よ

り高温状態の知見を拡充する。より高温では、おそらくホウ素の酸化量が増大し、さらに金属

デブリ表面から蒸発していくと推察される。蒸発したホウ素は、おそらく、蒸気配管などのコ

ールドスポットに付着・凝縮すると考えられる。令和 4 年度、ホウ素化合物の蒸発挙動につ

いても調査する。 

 

 (5) まとめ 

 ステンレス鋼板材とステンレス鋼と炭化ホウ素を含有した模擬金属デブリの、水蒸気雰囲

気での熱分析予備試験を実施した。熱分析試験中の重量増加は限定的であったが、金属物質表

面に形成された酸化物層は不働態相ではなかった。このような酸化において、クロムが表面酸

化物の不働態層の形成を妨害している可能性が考えられた。このメカニズムにより、酸化反応

は直線的に進まない可能性が見出された。 

 しかし、ステンレス鋼と炭化ホウ素が十分に反応した模擬金属デブリでは、酸化による成分

の再分布が起こっていた。金属デブリ中でクロムとホウ素が凝集された析出物により、金属デ

ブリの酸化挙動が影響を受けていた。模擬金属デブリの酸化は、見かけ上拡散律速であり、反

応速度は双曲線則で近似できた。 

 令和 4 年度は、水蒸気雰囲気での、ジルコニウムを含有する模擬金属デブリの酸化挙動（溶

融状態）を重点的に調査するとともに、ステンレス鋼と炭化ホウ素溶融物に対する他の成分の

反応挙動を調査する。 
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（空冷トラップ、水バブルトラップ）で回収した。また、試験中のオフガスをサンプリングし

てガスクロマトグラフで測定したところ、水素と二酸化炭素を検出した。回収したエアロゾル

は、ラマン分光装置で分析し、そこに含まれる物質の化学状態を調べた。 

 

 (4) 結果と考察 

 本研究では、ホウ素を含有する模擬デブリの酸化試験により、ステンレス鋼の酸化との違

いが以下のように示された。 

 図 3.2.1-2 に、316L ステンレス材（以下、316L と略記。）における重量変化を示す。1100 ℃

以上の条件で、初期には重量増加が限定的であるのに対し、ある段階で急速に重量増加する

現象が観測された。その原因を調査するため、試験体の形状や装荷の方法を変えて再現試験

を実施したが、重量増加の絶対値は異なるものの、加熱初期に重量増加が抑制される傾向が

確認された。そのメカニズムとして、表面酸化層（不働態相）の形成とその破損によるブレー

クアウェイ（内部での新たな酸化物層の形成）が推察された。このような反応メカニズムは、

クロムリッチ層を持つ鋼材中での Fe2O3 析出物の形成による酸化進展の典型現象として報告

されている[29]。文献[29]によると、316L の表面にはクロム酸化物は検出されていない。本試

験でも同様の反応が起こった可能性がある。ステンレス鋼中の hematite 層の下に形成される

クロムリッチ層は酸化鉄を微細化させ、酸化を促進する可能性がある。 

 316L 表面の酸化物層の二次電子線像（SEI）からは、局所的な腐食点が非均質に形成されて

いることを示した。この現象は、酸化鉄層の脆性により、容易にそのブレークアウェイを引き

起こすと推定される。このようなブレークアウェイ現象が支配的である場合、酸化進展は拡

散律速でなくなり、重量増加は双曲線則に従わないと考えられる。しかし、反応時間 60 分で

の重量増加と温度は、およそ、アレニウスプロットにおいて直線関係を示していた。これは、

ジルカロイなど金属材料酸化に見られる傾向であった。さらに、316L と模擬金属デブリを比

較すると、316L ではより明確な直線性が見られ、酸素の拡散が支配的であることが確認され

た。模擬金属デブリでは直線性がやや乏しく、副次的な反応が起きていることが推察された。 

 図 3.2.1-3 に模擬金属デブリと重量変化を示す。重量増加は双曲線則に従い、アレニウス

プロットでは直線で近似された。316L と異なり、模擬金属デブリ中にはホウ素が含有されて

いるため、900～1200 ℃の範囲では、ホウ素の酸化が大きく発生した。他方、模擬金属デブリ

中にはより安定な Fe3O4が形成された（316L では Fe2O3）。これらの反応の結果として、重量増 

加はおよそ双曲線則に従った。おそらく、ホウ素リッチ領域にクロムの濃化が起きていると 
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図 3.2.1-1 熱分析試験用に切り出した CLADS-MADE-01 試験体の一部 

 

 

 

 
 

図 3.2.1-2 316L ステンレス鋼材の水蒸気酸化試験中の重量増加曲線（Ar＋20 %水蒸気） 
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図 3.2.1-3 模擬金属デブリの水蒸気酸化試験中の重量増加（Ar＋20 %水蒸気） 

 

 

 
 

図 3.2.1-4 熱分析試験後にオフガスラインで回収されたホウ酸を主成分とするエアロゾル 
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表 3.2.1-1 316L ステンレス鋼材の水蒸気酸化試験の条件 

 

保持温度（℃） 
昇温速度 

（℃/s） 

保持時間

（分） 
雰囲気 

試験後外観 

(* with crucible)

900 1 60 Ar＋20 % H2O 

 

1000 1 60 Ar＋20 % H2O 

 

1100 1 60 Ar＋2 0% H2O 

 

1200 1 60 Ar＋20 % H2O 

1300 1 60 Ar＋20 % H2O 

1400 1 60 Ar＋20 % H2O 

*  

 

 

  

JAEA-Review 2022-053

- 54 -



31 
 

 

 

表 3.2.1-2 鉄とホウ素の共晶反応物及び模擬金属デブリの水蒸気酸化試験の条件 

 

保持温度（℃） 
昇温速度

（℃/s） 

保持時間

（分） 
雰囲気 

試験後の外観 

(* with crucible)

800 1 90 Ar＋20 % H2O 

 

900 1 60 Ar＋20 % H2O 

 

1000 1 60 Ar＋20 % H2O 

 

1100 1 60 Ar＋20 % H2O 

1150 1 60 Ar＋20 % H2O 

*  
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3.2.2 2、3 号機最確シナリオに基づいた熱力学解析を補完する平衡データ取得及び酸化進展の

kinetics 

 (1) 目的 

 1F 2、3 号機では、RPV 破損時の最高到達温度が、従来、典型的事故条件で想定される温度

よりも数百 K 低かったのではないかと推定されている。このため、融点が高い酸化物系デブ

リがまだ十分に溶融するよりも低い温度で、融点が低い金属系デブリが下部プレナムへ先行

的に崩落・溶融したことが 1F 事故炉に固有の破損状態に関与している可能性がある。この事

故シナリオでは、下部プレナムへ落下した際に一旦固化した金属系デブリが、主に酸化物デブ

リに由来する崩壊熱によって加熱され再溶融する過程で、周辺の燃料由来酸化物（未溶融）及

び構造材由来ステンレス鋼（金属系デブリに溶融する可能性）が反応に関与することが想定さ

れる。その反応メカニズムを調べるため、酸化物共存環境における金属系デブリ溶融反応の熱

力学的安定性を系統的に評価することが必要である。この観点から、本項目では金属デブリの

主要元素である Fe と Zr の液相状態に着目し ZrO2との熱的安定性に関する予備的評価を実施

した。再溶融した Zr-Fe 金属系デブリに含まれる Zr は水蒸気によって酸化されるか（気液反

応）、または、鋼材に含まれる Fe や Ni との化学的親和性によって溶融が促進される（固液反

応）と考えられる。前者は Zr 酸化物の析出を伴い、後者の鋼材溶融反応の促進を妨げるため、

両反応は競合関係にある。Zr-Fe 金属融体中 Zr 活量（金属融体中の溶解度に活量係数を乗じ

た値）は気液反応に寄与する割合としてパラメータ化し、気液反応に寄与しない分が鋼材の溶

融反応に消費されるとモデル化することによって事故炉の化学条件（雰囲気・温度）が変化す

る過程におけるデブリの酸化変質と鋼材溶融過程を数値的に解析することが可能となる。し

たがって、本研究では Zr-Fe 金属系デブリの Zr 活量を直接的に測定できる実験的方法を確立

することを目指す。さらに、Fe を鋼材合金（ステンレス鋼等）に置き換えた時の Zr 活量が Zr-

Fe 系に比較してどの程度変化するかを捉えることによって、二元系熱力学データベースによ

る理論的活量データを適宜補正してモデルに導入する方策を検討し、より実践的な解析モデ

ルの構築につなげることができる。このように液相中 Zr 活量は重要な役割を果たす物性値で

あり、令和 3 年度は化学平衡法による Zr 活量を測定する方法の確立、及び、文献値[4]によっ

て推定可能な条件における測定を予備的に行い、実験方法の妥当性を確認することを目的と

した。 

 

 (2) 実施内容 

  ① 酸化物共存条におけるステンレス鋼由来液相の熱力学的安定性評価 

 2、3 号機の事故進展最確シナリオによると、下部プレナムにおいて再溶融する金属は未

酸化 Zr とステンレス鋼由来の Fe を主成分とする液相であり、あまり溶融していない酸化物

相と固液共存状態を形成していると考えられる。圧力容器破損に至った状況において固液共

存状態であったという最確シナリオに基づけば、Fe-Zr-O 三元系において液相または固液共

存状態が顕著になり始めると予測される温度を実験温度の下限値とするのが合理的である。

したがって、有効な実験温度の下限値を定めるためにステンレス融点近傍における液相・固

液共存領域となる組成範囲を評価した。なお、すべての熱力学計算は OECD/NEA によって開

発された TAF-ID データベース[4]を用いて熱力学計算ソフトウェア Thermo-Calc[5]によって

行った。
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 上記計算による熱力学量の見積値として、図 3.2.2-1～図 3.2.2-2 に 1773 K 及び 1873 K

における Fe-Zr-O 三元系状態図を示す。ステンレス融点（～1723 K）直上温度である 1773 K

において液相領域は FeO（liq）に由来したわずかな領域である。一方、1873 K では Fe 及び

FeO が融点以上となるため Fe＋FeO 領域が液相領域となり、酸素ポテンシャルが高いほど液

相になりやすいことが分かる。このことは、ステンレス鋼の酸化度が高いほど、より溶融範

囲が広がることを意味している。また、Fe-Zr 系に着目すると Fe 高濃度液相（～21 at% Fe）

が ZrO2と平衡状態に、Zr 高濃度液相（47～85 at% Zr）はやや酸化度の低いα-Zr(O)/β-

Zr(O)と平衡状態になる。つまり、ZrO2 と平衡状態を保ちながらステンレス鋼または Fe-Zr

系金属デブリの溶融が進行する。特に Fe-Zr 系金属デブリの溶融が進展する過程における

Zr 活量の変化は、溶融反応の親和性を評価する上で重要な因子である。 

 図 3.2.2-3 に 1873 K の Fe-Zr 液相における Zr 活量計算結果を示す。液相中の Zr 活量が

Fe 高濃度液相においては理想溶体から大きく負に乖離していることが分かる。溶体の自由

エネルギーは、構成元素が完全にランダムに混合する理想的な状態（理想溶体）を仮定して

理論的に求めることができるが、実在の溶体は必ずしも理想溶体で記述できるとは限らない。

本計算に用いた熱力学モデルは、理想溶体に対して過剰となる自由エネルギー項を付加する

ことによって近似する正則溶体を適用している。正則溶体における自由エネルギー𝐺𝐺は下記

の式(3.2.2-1)によって与えられる。 

 

𝐺𝐺 𝐺 𝐺𝐺����� ����� ⋅ 𝑥𝑥�𝑥𝑥�
���

 式(3.2.2-1) 

 

ここで、𝐺𝐺����� は理想溶体の自由エネルギー、𝛺𝛺�� は成分原子𝑖𝑖、𝑗𝑗 間の相互作用係数、𝑥𝑥� 
は成分原子 𝑖𝑖 のモル分率である。 

 

 成分原子間の相互作用性により𝛺𝛺��の値は変わる。すなわち、理想溶体では𝛺𝛺�� = 0 、成分

原子間の親和性が高い場合は𝛺𝛺�� < 0、成分原子同士が反発する場合は𝛺𝛺�� > 0 となる。した

がって、Fe-Zr 液相の Fe 高濃度側においては理想溶体から大きく負に乖離しているため、

Fe-Zr 間の親和性が非常に高く容易に気相反応に寄与しない、すなわちステンレス鋼の溶融

反応がより進みやすい傾向にあることが推定される。逆に、Zr 高濃度側の液相は理想溶体

からの乖離が Fe 高濃度側ほどではないため、Zr と系外の反応性が高くなることが推定され

る。したがって、下部プレナムにおいて金属系デブリの溶融が進展しやすい化学条件を確認

するための第一段階としては 1873 K における Fe 高濃度側 Fe-Zr 液相の実効的濃度（活量）

を実験的に求めることが有用であると考えられる。 

 

  ② ZrO2飽和 Fe-Zr 液相における Zr 活量測定実験 

 高温液体金属中の成分元素活量を求めるのには、凝縮相の平衡状態を達成した状態で参照

物質中の目的元素濃度を測定する化学平衡法[33]が適している。相平衡状態では参照物質中

及び目的物質における成分元素の化学ポテンシャルが等しくなることを利用している。参照 

物質には、Feをほとんど溶解せず、かつ、Zrを適度に溶解する物質としてAgを選択した[34][35]。
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した。 

 

 (2) 実施内容 

  ① 酸化物共存条におけるステンレス鋼由来液相の熱力学的安定性評価 

 2、3 号機の事故進展最確シナリオによると、下部プレナムにおいて再溶融する金属は未

酸化 Zr とステンレス鋼由来の Fe を主成分とする液相であり、あまり溶融していない酸化物

相と固液共存状態を形成していると考えられる。圧力容器破損に至った状況において固液共

存状態であったという最確シナリオに基づけば、Fe-Zr-O 三元系において液相または固液共

存状態が顕著になり始めると予測される温度を実験温度の下限値とするのが合理的である。

したがって、有効な実験温度の下限値を定めるためにステンレス融点近傍における液相・固

液共存領域となる組成範囲を評価した。なお、すべての熱力学計算は OECD/NEA によって開

発された TAF-ID データベース[4]を用いて熱力学計算ソフトウェア Thermo-Calc[5]によって

行った。
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図 3.2.2-4 に実験方法の概要を示す。目的物質である Fe-Zr 液相として 11 mol% Zr を含

有する Fe-Zr 合金（以下、Fe-11 mol% Zr と略記。）を採用した。あらかじめ電解鉄と純ジル

コニウム片を秤量したものをアーク溶解炉で合金化し 14.9 g の金属片としておく（Fe-Zr

合金）。この Fe-Zr 合金と参照物質である Ag（3.0 g）をイットリア安定化 ZrO2（YSZ）るつ

ぼ（φ17～21×50 mm）に入れた状態で Ti 製るつぼに装荷する。高温実験中の酸化を防止す

るために、Ti るつぼ内部に Ar ガスを封入して溶接密閉した。次に、あらかじめ 1873 K に

昇温した電気抵抗炉に Ti るつぼを装荷し、Ar＋H2フロー（200 ml/min）下で 24 時間保持し

たのち、取り出して水冷した。その後 Ti るつぼを切断し、Fe-Zr 合金を取り出して SEM/EDS

（JEOL、JCM7000）による断面組織観察と、るつぼ界面近傍の粉末 XRD 分析を行った。 

 

  ③ Zr 活量の妥当性評価 

 本実験方法の妥当性を検証するために、参照物質（Ag）中の Zr 濃度から評価される Zr 活

量と、正則溶体モデルから理論的に導出される活量に相互作用パラメータ文献値を代入して

得られる値を比較し、文献値[4]から大きく乖離しないことを確認する。 

 一般に A-B 二元系システムを正則溶体モデルで近似する時、系のモルギブスエネルギーは

次の式で与えられる。 

 

𝐺𝐺� 𝐺 � 𝑥𝑥� 𝐺𝐺���

�����
� �𝑇𝑇 � 𝑥𝑥� ln(𝑥𝑥�)

�����
� � �𝑥𝑥�𝑥𝑥�����

��������
 式(3.2.2-2) 

 

 式(3.2.2-2)で右辺第 3 項は構成元素 A、B 間の相互作用によって与えられる過剰ギブスエ

ネルギーである。正則溶体モデルでは、実在溶体の過剰ギブスエネルギーを再現するのに相

互作用パラメータ����が濃度依存性を持つとして次式(3.2.2-3)の Redlich-Kister（以下、R-

K と略記。）級数が用いられている。 

 

���� 𝐺 �𝐿𝐿���(�)�𝑥𝑥� − 𝑥𝑥���
�

���
 式(3.2.2-3) 

 

R-K 級数係数𝐿𝐿���(�)は次式(3.2.2-4)のような温度依存性を持つ。 

 

𝐿𝐿���(�)(𝑇𝑇) 𝐺 𝑎𝑎 � 𝑎𝑎𝑎𝑎 � 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎   �𝑎  式(3.2.2-4) 

 

ここで、𝑎𝑎、𝑏𝑏、𝑐𝑐 は定数であり、種々の実験値を最もよく再現できるように最適化され、

文献化されている。 

 ある組成における化学ポテンシャルはモルギブスエネルギーの組成に関する一次微分で

与えられることから、二相平衡にある状態の構成元素の化学ポテンシャル𝜇𝜇�、𝜇𝜇�はそれぞれ

の相のモルギブスエネルギーの共通接線と A、B 両軸が交わる点によって与えられて、次式

(3.2.2-5)と式(3.2.2-6)によって求めることができる。 
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𝜇𝜇� 𝐺 𝐺𝐺� − 𝑥𝑥� �
𝑑𝑑𝑑𝑑�
𝑑𝑑𝑑𝑑�������

 式(3.2.2-5) 

𝜇𝜇� 𝐺 𝐺𝐺� � 𝑥𝑥� �
𝑑𝑑𝑑𝑑�
𝑑𝑑𝑑𝑑� ������

 式(3.2.2-6) 

 

一方、活量の定義から 

 

𝜇𝜇� 𝐺 𝐺𝐺�� � �𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅(𝑎𝑎�) 式(3.2.2-7) 

 

であるから、相互作用係数が 1 次の R-K 級数として���� 𝐺 𝐿𝐿(�) � (𝑥𝑥� − 𝑥𝑥�)𝐿𝐿(�)で与えられる

場合、A-B 二元系における元素 B の活量は式(3.2.2-2)を式(3.2.2-6)に代入し式(3.2.2-7)

と比較することによって次のように求めることができる。 

 

𝑎𝑎� 𝐺 𝑥𝑥� ����
𝑥𝑥���𝐿𝐿(�) � (𝑥𝑥� − 𝑥𝑥�)𝐿𝐿(�)� − 2𝑥𝑥��𝑥𝑥�𝐿𝐿(�)

�𝑇𝑇 � 式(3.2.2-8) 

 

 本実験において Fe-Zr 合金液相と参照物質 Ag 液相が相平衡に至ると、各相における化学

ポテンシャルは等しい値になるから、Ag 中 Zr 活量は Fe-Zr 中 Zr 活量に等しくなる。Ag-Zr

二元系における相互作用係数の R-K 級数は文献値[4]から次式(3.2.2-9)で表される[36]。 

 

𝐿𝐿�����(�) 𝐺 −23481.8 � 16.7326 × 𝑇𝑇 
 

𝐿𝐿𝐿�����(�) 𝐺  �16991.4 � 1.8009 × 𝑇𝑇 
式(3.2.2-9) 

 

一方、TAF-ID を用いて計算した Fe 高濃度 Fe-Zr 液相における Zr 活量は、図 3.2.2-3 に

示す通り活量係数が 0.046～0.206 の範囲にある。実験組成は 11 mol% Zr であるので、活量

係数の幅はさらに狭まり 0.046～0.11 となる。予備実験の妥当性検証として、測定した Zr

濃度と式(3.2.2-9)を式(3.2.2-8)に代入して得られる Zr 活量と TAF-ID によって計算した
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  ④ ZrO2飽和 SUS316 液相における Zr 活量測定予備実験 

 ①で実施した熱力学評価からは SUS316 が完全に溶融した状態では ZrO2と平衡状態を維持

し、Fe の酸素ポテンシャルが一定以上まで上昇しない限り ZrO2からの Zr 溶解は予測されな

い。つまり、未酸化ステンレス鋼の溶融によって Zr 酸化物デブリが溶解する反応を考慮す
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化学的性質を持つ CeO2 が代替物質として用いられることが多い。燃料デブリによるステン
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ネルギーである。正則溶体モデルでは、実在溶体の過剰ギブスエネルギーを再現するのに相

互作用パラメータ����が濃度依存性を持つとして次式(3.2.2-3)の Redlich-Kister（以下、R-

K と略記。）級数が用いられている。 

 

���� 𝐺 �𝐿𝐿���(�)�𝑥𝑥� − 𝑥𝑥���
�

���
 式(3.2.2-3) 

 

R-K 級数係数𝐿𝐿���(�)は次式(3.2.2-4)のような温度依存性を持つ。 
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ここで、𝑎𝑎、𝑏𝑏、𝑐𝑐 は定数であり、種々の実験値を最もよく再現できるように最適化され、

文献化されている。 

 ある組成における化学ポテンシャルはモルギブスエネルギーの組成に関する一次微分で

与えられることから、二相平衡にある状態の構成元素の化学ポテンシャル𝜇𝜇�、𝜇𝜇�はそれぞれ

の相のモルギブスエネルギーの共通接線と A、B 両軸が交わる点によって与えられて、次式

(3.2.2-5)と式(3.2.2-6)によって求めることができる。 
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レス鋼の溶融では ZrO2 とステンレス鋼との反応性をまず理解することが重要であることか

ら、今年度は酸化物に ZrO2のみを用いた。令和 3 年度は水冷後取り出したるつぼを切断し、

SUS316 合金を取り出して SEM/EDS による断面組織観察とるつぼ界面近傍の粉末 XRD 分析を

行った。 

 

 (3) 結果及び考察 

  ① Fe-11 mol%Zr 液相における Zr 活量評価 

 実験後試料の外観及び取り出した Fe-Zr 合金断面の反射電子像を図 3.2.2-5 に示す。試料

表面には薄い酸化膜が見られたが、簡単に剥がすことができる状態であった。また、界面近

傍の反射電子像からは酸化膜が形成されている様子が分かる。酸化膜を削り取って粉末 XRD

分析（Bruker、D2Phaser）を行ったところ、Zr または Zr と Y からなる複合酸化物のパター

ンを確認した（図 3.2.2-6）。複合酸化物中の Y濃度はるつぼ成分（8 mol% Y2O3-ZrO2）より

もわずかに上昇していることと ZrO2パターンが含まれることから、Fe-Zr 液相との平衡界面

で ZrO2を形成した分の Y が濃化したと考えられる。したがって、界面は(2)①で評価した通

り Fe-Zr(L)＋ZrO2(S)であったことが分かる。 

 次に試料断面の反射電子像からは、均一な合金中に組成の異なる粒径 20～100 µm 程度の

分散相が確認できる。図 3.2.2-7 は当該領域の元素マップを示しているが、Ag にわずかに

Zr を含んでいたため、分散相領域内をランダムに 10 点以上取って EDS 点分析（加速電圧 15 

kV）を行って平均値を取ったところ、Ag 中の Zr 濃度は 0.30 mol%であった。先述の(2)②に

示した式(3.2.2-8)に測定した濃度を代入し、式(3.2.2-9)の文献値を適用すると、Zr 活量は

1.83×10-3となった。一方、TAF-ID データベースから計算した試験後の合金中 Zr 濃度（11 

mol%）における Zr 活量は 5.13×10-3であるから、実験的に得られた活量は計算値より 6 割

程度小さい値となったがオーダーとしては同じ程度であった。 

 合金部に不純物などの存在は見られず、Ag 分散相とそれ以外の領域において均一した組

成になっており Ag/Fe-Zr、ZrO2/Fe-Zr が平衡に達したと考えて良いことから、Ag を参照物

質として Zr 濃度測定と正則溶体モデルを組み合わせることによって Zr 活量を求める手法

が適用できることを確認することができた。一方、Zr 濃度の測定精度に改善する余地があ

る。一般に EDS 分析の精度は重量%で小数点以下第 1 位程度であるから、波長分散型 X 線分

光法（WDS）分析または高周波誘導結合プラズマ（ICP）分析による精度向上が今後の課題で

ある。今回参照物質として使用した Ag 量が、Fe-Zr 合金に比して少量であったために高温

実験中に Fe-Zr 液相内に分散してしまった可能性が高く、材料の比率を再考することによっ

て Ag を一定程度分離することができれば、湿式分析と表面分析を併用することが可能とな

る。 

 求めた活量データの妥当性に関して、検証に用いた Ag 活量は正則溶体モデルからの導出

であるため計算の過程において誤差が含まれる可能性がある。今後は Ag 中の Zr 活量を測定

によってあらかじめ得る必要性についても検討していく。 

 

  ② SUS316 液相と ZrO2の平衡状態確認 

 実験後試料はるつぼに融着することなく容易に塊として取り出すことができた。取り出し

た合金表面には Cr 由来と見られる酸化膜が見られた。図 3.2.2-8 は合金断面を切り出し、
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SEM/EDS 元素マップを作成したものである。界面に薄い Cr 酸化膜（～数 µm）が見られる以

外は、SUS316 成分からなる均一な金属相（Cr17-Ni12-Mo2.5-Fe wt%）であった。また、るつ

ぼ表面を削り取って粉末 XRD 分析を行った結果、Y を含む Zr 酸化物と ZrO2のパターンを確

認した（図 3.2.2-9）。このことから、界面は主として Fe-ZrO2平衡に達しており、ZrO2側へ

の SUS316 成分の移行による化合物形成はなかったと言える。 

合金中に Zrが存在しない場合は溶融しても単純に ZrO2と平衡状態に至り相互の物質移動

がないことを確認した。1F 2、3 号機の下部プレナム底面貫通部は溶接にニッケル基合金が

使用されており、Fe-Zr 系金属デブリ、鉄基合金、ニッケル基合金の溶融が関与した複雑な

反応であったと考えられる。このような観点から、主要な反応である Fe-Zr-O 系に Cr や Ni

などの元素添加が溶融反応に及ぼす影響を調査していくことが重要である。そのような応用

に向けた参照状態として、純ステンレス鋼と ZrO2 が状態図通りに物質移動なく平衡に至る

ことを確認した。今後は、Fe-Zr 液相における Zr 活量評価法を SUS316-Zr に適用し、両者

の結果を比較することによりステンレス鋼成分の影響を調査し、下部プレナムにおける溶融

現象評価を行うために Fe-Zr-O 反応に対してどのような補正を行うことが有効であるかを

検討することが可能となる。 

 

 (4) まとめ 

 下部プレナムへ先行的に崩落したと考えられている金属系デブリが構造材由来のステンレ

ス鋼を巻き込んで再溶融する際に、酸化物共存環境における金属デブリ溶融反応の熱力学的

安定性を系統的に評価することを目的として、ZrO2飽和状態における Fe-Zr 系液相の Zr 活量

を測定する実験的手法を確立しその妥当性を確認した。目的物質とともに活量測定に用いる

参照物質として Ag を採択し、1873 K における Fe 高濃度合金（Fe11 mol% Zr）の Zr 活量を

求めたところ 1.83×10-3 となった。一方、TAF-ID データベースによる同条件における Zr 活

量推定値は 5.13×10-3 であり、同じオーダーにあることを確認した。濃度分析の精度や活量

導出式に含まれる誤差を低減する余地があるが、予備実験として得られた結果は化学平衡法

による測定の適用が妥当であることを示している。今後は、Fe-Zr 液相における Zr 活量評価

法を SUS316-Zr に適用し、両者の結果を比較することによりステンレス鋼成分の影響を調査

し、下部プレナムにおける溶融現象評価を行うために Fe-Zr-O 反応に対してどのような補正

を行うことが有効であるかを検討することを目指す。 
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分散相が確認できる。図 3.2.2-7 は当該領域の元素マップを示しているが、Ag にわずかに

Zr を含んでいたため、分散相領域内をランダムに 10 点以上取って EDS 点分析（加速電圧 15 

kV）を行って平均値を取ったところ、Ag 中の Zr 濃度は 0.30 mol%であった。先述の(2)②に

示した式(3.2.2-8)に測定した濃度を代入し、式(3.2.2-9)の文献値を適用すると、Zr 活量は

1.83×10-3となった。一方、TAF-ID データベースから計算した試験後の合金中 Zr 濃度（11 

mol%）における Zr 活量は 5.13×10-3であるから、実験的に得られた活量は計算値より 6 割

程度小さい値となったがオーダーとしては同じ程度であった。 

 合金部に不純物などの存在は見られず、Ag 分散相とそれ以外の領域において均一した組

成になっており Ag/Fe-Zr、ZrO2/Fe-Zr が平衡に達したと考えて良いことから、Ag を参照物

質として Zr 濃度測定と正則溶体モデルを組み合わせることによって Zr 活量を求める手法

が適用できることを確認することができた。一方、Zr 濃度の測定精度に改善する余地があ

る。一般に EDS 分析の精度は重量%で小数点以下第 1 位程度であるから、波長分散型 X 線分

光法（WDS）分析または高周波誘導結合プラズマ（ICP）分析による精度向上が今後の課題で

ある。今回参照物質として使用した Ag 量が、Fe-Zr 合金に比して少量であったために高温

実験中に Fe-Zr 液相内に分散してしまった可能性が高く、材料の比率を再考することによっ

て Ag を一定程度分離することができれば、湿式分析と表面分析を併用することが可能とな

る。 

 求めた活量データの妥当性に関して、検証に用いた Ag 活量は正則溶体モデルからの導出

であるため計算の過程において誤差が含まれる可能性がある。今後は Ag 中の Zr 活量を測定

によってあらかじめ得る必要性についても検討していく。 

 

  ② SUS316 液相と ZrO2の平衡状態確認 

 実験後試料はるつぼに融着することなく容易に塊として取り出すことができた。取り出し

た合金表面には Cr 由来と見られる酸化膜が見られた。図 3.2.2-8 は合金断面を切り出し、
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図 3.2.2-1 Fe-Zr-O 三元系状態図（1773 K）における液相・固液二相領域 

 

 

 

 
 

図 3.2.2-2 Fe-Zr-O 三元系状態図（1873 K）における液相・固液二相領域 
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図 3.2.2-3 Fe-Zr 液相における Zr 活量計算結果（1873 K） 

 

 

 

 
 

図 3.2.2-4 化学平衡法による予備実験概要 

るつぼ
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図 3.2.2-1 Fe-Zr-O 三元系状態図（1773 K）における液相・固液二相領域 

 

 

 

 
 

図 3.2.2-2 Fe-Zr-O 三元系状態図（1873 K）における液相・固液二相領域 
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図 3.2.2-5 実験後 Fe-Zr 合金の外観図と断面反射電子像 

 

 

 

 

 
 

図 3.2.2-6 Fe-Zr/YSZ 界面酸化物粉末の XRD 回折パターン 
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図 3.2.2-7 Fe-Zr 合金の元素マップ 

 

 

 

 
 

図 3.2.2-8 SUS316 合金の元素マップ 
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図 3.2.2-5 実験後 Fe-Zr 合金の外観図と断面反射電子像 

 

 

 

 

 
 

図 3.2.2-6 Fe-Zr/YSZ 界面酸化物粉末の XRD 回折パターン 
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図 3.2.2-9 SUS316/YSZ 試料の YSZ 界面における XRD 回折パターン 
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  3.2.3 2、3 号機最確シナリオに基づく酸化物析出成分を含む金属デブリの粘度測定 

 (1) 目的 

1F 事故後これまでに行われた RPV の内部調査において、ペデスタル堆積物の外観や構造物

の残存状態から燃料デブリは酸化物溶融する温度域まで到達しておらず、構造材や未酸化ジ

ルコニム、制御材などを多く含む金属リッチなデブリであり、先行溶落した可能性が指摘さ

れている。また、この金属デブリは均一な融体ではなく酸化・変質を経ることによって析出し

た酸化物を含む固液共存融体を形成していると考えられるため、その流動挙動を理解するた

めには非ニュートン性の挙動を示す粘度を系統的に評価することが必要である。この観点か

ら本項目では、まず RPV の構造材である、ステンレス鋼（SUS316L）を構成する Fe-Cr-Ni 系

溶融合金の粘度測定例について文献調査を行った。 

 

 (2) 文献調査結果 

小久保らはアルミナ製るつぼを用いたるつぼ回転振動法により He 雰囲気下において、

SUS316L 系溶融ステンレス合金の高温粘度を測定した[1]。るつぼ回転振動法は測定試料が高融

点かつ低粘度である時に適した粘度測定法である。試料を入れたるつぼを懸垂し、この系に

外部から回転振動を与えると、その振動は試料の粘度が抵抗となり減衰する。減衰の様子を

測定することによって得られる対数減衰率と振動周期から試料の粘度を求める方法がるつぼ

回転振動法である[37]。 

図 3.2.3-1 より、SUS316L 系溶融合金は 1733～1823 K で 5.24～7.8 mPa⋅s の極低粘度を示

すことが分かる。このように、一般的に金属デブリのマトリックスとなる金属融体の粘度は、

酸化物融体の粘度に比較して非常に小さく mPa⋅s オーダーであることから、回転運動によっ

て発生するトルクも微小であり検出が困難であるため、より低粘性領域においても精度良く

粘度測定が可能と考えられる現有設備のトルクセンサーによる粘度測定装置のセットアップ

を志向し、必要な解析技術やコンタクトマテリアルの選定を行った。この時、小久保らはるつ

ぼ回転振動法では固液共存融体の見かけ粘度測定を行うことができないため、回転法によっ

て極低粘度の検出が可能な設計を試みた。 

 

 (3) 装置の設計 

図 3.2.3-2 にトルクセンサー（Anton Paar GmbH、DSR502）の外観写真を示す。このトルク

センサーはセンサー部がエアベアリングにて常時浮遊した状態を維持しており、回転法によ

っても最小 10 nNm のトルクが検出可能である[38]。 

回転法による粘度測定の原理として、半径が R1,R2 である無限長の共軸円筒間に粘度（η）

の液体を満たし、外筒を角速度（ω）で回転させる時に内筒に生じるトルク（Torque）と粘度

（η）の関係は式(3.2.3-1)で与えられる。 

 

 

式(3.2.3-1) 

 

 また、h は内筒の試料に対する浸漬深さである。ここで、るつぼ内径及びロッド外径をそれ

ぞれ 34 mm 及び 25 mm とし、回転数及び浸漬深さをそれぞれ 50 rpm 及び 50 mm とすると、1 

mPa⋅s の試料融体が内筒面に発生させるトルクは 1.14 µNm であるため、現有のトルクセンサ

ー（Anton Paar GmbH、DSR502）にて十分測定可能であると考えられる。
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図 3.2.2-9 SUS316/YSZ 試料の YSZ 界面における XRD 回折パターン 
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 図 3.2.3-3 に令和 3年度に設計を行った 2023 K まで昇温及び雰囲気調整可能な電気炉の模

式図を示す。炉心管の上下端をステンレス製水冷ジャケットで封止することによって、溶融

金属の酸化を防ぐ測定雰囲気の制御が可能である。また、炉心管の周囲に U 字型の MoSi2製発

熱体を複数設置することによって最高 2023 K までの昇温が可能である。なお、溶融 Fe-Cr-Ni

系金属と反応性が低いと考えられる ZrO2をコンタクトマテリアル（試料融体と接触するるつ

ぼ及びロッド）として選定した。 

 

 (4) まとめ 

一般的に金属融体の粘度は、酸化物融体の粘度に比較して非常に小さく mPa⋅s オーダーであ

ることから、回転運動によって発生するトルクも微小であり検出が困難であるので、より低粘

性領域においても精度よく粘度測定が可能と考えられるトルクセンサー（現有設備）による粘

度測定装置のセットアップを志向し、必要な解析技術やコンタクトマテリアルの選定を行っ

た。2023 K まで昇温及び雰囲気調整可能な電気炉の基本仕様・設計を完了した。また、溶融

Fe-Cr-Ni 系金属と反応性が低いZrO2をコンタクトマテリアル（試料融体と接触するるつぼ等）

として選定した。 
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図 3.2.3-1 SUS316L 系溶融合金の粘度測定例（出典：日本金属学会誌[37]） 

 

 

 
図 3.2.3-2 トルクセンサー（Anton Paar GmbH、DSR502）の外観写真
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 図 3.2.3-3 に令和 3年度に設計を行った 2023 K まで昇温及び雰囲気調整可能な電気炉の模

式図を示す。炉心管の上下端をステンレス製水冷ジャケットで封止することによって、溶融

金属の酸化を防ぐ測定雰囲気の制御が可能である。また、炉心管の周囲に U 字型の MoSi2製発

熱体を複数設置することによって最高 2023 K までの昇温が可能である。なお、溶融 Fe-Cr-Ni

系金属と反応性が低いと考えられる ZrO2をコンタクトマテリアル（試料融体と接触するるつ

ぼ及びロッド）として選定した。 

 

 (4) まとめ 

一般的に金属融体の粘度は、酸化物融体の粘度に比較して非常に小さく mPa⋅s オーダーであ

ることから、回転運動によって発生するトルクも微小であり検出が困難であるので、より低粘

性領域においても精度よく粘度測定が可能と考えられるトルクセンサー（現有設備）による粘

度測定装置のセットアップを志向し、必要な解析技術やコンタクトマテリアルの選定を行っ

た。2023 K まで昇温及び雰囲気調整可能な電気炉の基本仕様・設計を完了した。また、溶融

Fe-Cr-Ni 系金属と反応性が低いZrO2をコンタクトマテリアル（試料融体と接触するるつぼ等）

として選定した。 
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図 3.2.3-3 トルクセンサーを備えた雰囲気調整可能な電気炉の模式図 
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 3.3 総合評価 

 本研究で目的とする「Backward Analysis」として着目すべき重要事故事象として抽出するに

は、従来の過酷事故解析と PCV 内部調査により分かってきたことと未だ解明されていないこと

を理解し、未解明事象の理解につながる仮説（モデル）を提示しなければならない。したがっ

て、現時点における現場知見と従来の「Forward Analysis」による炉内事象進展の推定を比較

し、双方のギャップを明らかにすることを目的として、2、3 号機の事故進展最確シナリオ評価

を実施した。さらに、得られたシナリオで未解明かつ材料学的な検討が十分ではない事象を抽

出し、本事業項目との関連付け、及び、令和 3 年度成果の位置付けを明確にした。 

 

 (1) 2、3 号機事故進展最確シナリオの評価 

  ① 2 号機事故進展シナリオ 

   1) RPV 内部に関する事故進展最確シナリオ（RPV 破損以前） 

 図 3.3.1-1 に、事故記録（PCV と D/W の圧力経時変化）とともに圧力容器内予想図、炉

心・下部ヘッド状況予測及び炉心温度予測を取りまとめた 2 号機事故進展シナリオ（RPV 破

損以前）を示す。また、図 3.3.1-2 に、同様にガス/Cs 化合物移行予想図、ガス移行挙動、

RPV 内ガス雰囲気及び Cs 移行挙動に関する予測をまとめたものを示す。 

 

 2 号機の事故シナリオ（炉心状況）の主な特徴を以下に示す。 

 ・主蒸気逃し安全弁（以下、SRV と略記）手動開までは、炉心はほぼ冷却水中（上部はボ

イド化した可能性） 

 ・SRV 開により、減圧沸騰、水位が BAF 以下に、燃料温度 300 ℃程度まで急速低下の可

能性 

 ・水位が BAF まで戻らない期間があり、水蒸気枯渇条件で金属材料が先行溶落の可能性 

 ・最初の RPV 内圧力ピークは、水位の BAF 復帰に伴うジルカロイの急速酸化開始（炉心

局部）によるものと推定 

 ・崩壊熱により温度上昇し溶融範囲の拡大、溶融プール化し、燃料クラストがプール内

金属酸化を抑制した可能性 

 ・燃料スランピング開始、崩落燃料による水蒸気発生、崩落した燃料は一旦凝固と推定 

 ・SRV 開閉による圧力ピークの発生 

 

 2 号機の事故シナリオから予想される Cs 移行挙動の主な特徴を以下に示す。 

 ・崩壊熱による温度上昇に伴い、大部分の Cs が燃料から放出 

 ・放出された Cs は化合物を形成し RPV 内にエアロゾルとして放出され、沈着・浮遊した

可能性 

 ・SRV 開により、気相中の Cs 化合物は混合ガスとともに SC に放出され、トラップされ

る。一部 Cs 化合物は D/W や環境中に放出した可能性 

 ・崩壊熱による温度上昇により、沈着 Cs 化合物の再蒸発 

 ・浮遊・再蒸発 Cs 化合物が SC に放出される。一部 Cs 化合物は、D/W に至りトップフラ

ンジ経由でオペレーションフロアに放出 

 ・第 2 ピーク、第 3 ピーク終了の SRV 開時に D/W からトップフランジ経由のオペレーシ

ョンフロア放出が増加（特に第 2ピーク後） 
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図 3.2.3-3 トルクセンサーを備えた雰囲気調整可能な電気炉の模式図 
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   2）PCV 内部に関する事故進展最確シナリオ（RPV 破損以降） 

 図 3.3.1-3 に事故記録（PCV と D/W の圧力経時変化）とともに圧力容器／ペデスタル予

想図、下部ヘッド・PCV 状況予測を取りまとめた 2 号機事故進展シナリオ（RPV 破損以降）

を示す。また、図 3.3.1-4 に同様にガス/Cs 化合物移行予想図、ガス移行挙動、RPV 内ガス

雰囲気及び Cs 移行挙動に関する予測をまとめたものを示す。 

 

 2 号機の事故シナリオ（RPV 破損以降）の主な特徴を以下に示す。 

 ・下部プレナム内液相水喪失（堆積デブリのドライアウト） 

 ・下部プレナム堆積デブリの崩壊熱による昇温、その後、下部ヘッドで金属溶融 

 ・溶融金属がプールを形成、固液体混合状態 

 ・溶融金属対流伝熱による側部破損、溶融金属の初期流出 

 ・残留溶融金属の対流伝熱による CRD 貫通部溶融破損と溶融金属（先行流出物）の流出、

CRD 付着 

 ・酸化物燃料/溶融金属などの伝熱による底面局所破損、金属リッチ燃料デブリの流出 

 ・ペデスタルへの金属デブリ、金属リッチ燃料デブリの堆積、ペデスタル内の金属構造

物はあまり損傷していない 

 ・ペデスタル中段のグレーチングには大穴 

 

 2 号機の事故シナリオから予想される Cs 移行挙動の主な特徴を以下にまとめる。 

 ・RPV 破損以前（図 3.3.1-2）に、D/W に移行していた Cs 化合物がペデスタル移行デブリ

の熱により、再蒸発（または Cs 化合物は水溶性が高いので、水蒸気とともに移行）し、

トップフランジ経由でオペレーションフロアに放出した可能性 

 

  ② 3 号機事故進展シナリオ 

 図 3.3.1-5 に、事故記録（PCV、D/W 及び SC の圧力経時変化）とともに RPV 内／ぺデスタ

ル予想図、炉心/下部ヘッド/PCV 状況予測及び炉心温度予測を取りまとめた 3 号機事故進展

シナリオを示す。また、図 3.3.1-6 に、同様にガス/Cs 化合物移行予想図、ガス移行挙動及

び Cs 移行挙動に関する予測をまとめたものを示す。 

 

 3 号機の事故シナリオの主な特徴を以下に示す。 

 ・水位が TAF 以下まで徐々に低下、炉心露出、炉心上部でジルカロイ酸化、デブリ溶融開

始（高圧条件） 

 ・クラスト形成より、金属と酸素の接触がなくなる（スランピング前） 

 ・部分的にスランピングが開始、その後、大規模スランピング（2号機より高温状態のデ

ブリが崩落したと推定）、崩落したデブリはある程度塊になっていた可能性 

 ・崩落燃料による水蒸気発生、崩落した燃料は一旦凝固と推定 

 ・RPV ドライアウト、蒸気発生量が減少、デブリ冷却能の低下 

 ・下部プレナム堆積デブリの崩壊熱による昇温、金属デブリ先行溶融、固液体混合状態 

  2 号機より未酸化金属成分が多く残っていた可能性 

 ・金属デブリによる側面大規模破損、溶融金属デブリの流出が、2号機と同様に発生した

可能性 
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 ・金属デブリまたは酸化物デブリによる底面局所破損、デブリの小規模流出、CRD 付着も

発生した可能性 

 ・下部プレナム堆積物が塊状だったため、徐熱しにくく、2 号機より温度が上がり、酸化

物デブリも一部溶融した可能性、したがって、大規模破損発生と推定 

 ・固液混合状態の粘性の高いデブリが 1～2 時間かけてゆっくりペデスタルに崩落（BWR

ドレナージシナリオ） 

 ・したがって、MCCI が大規模に発生していない可能性、金属構造物がデブリ内に残留して

いる可能性 

 

 3 号機の事故シナリオから予想される Cs 移行挙動の主な特徴を以下に示す。 

 ・崩壊熱による温度上昇に伴い、大部分の Cs が燃料から放出 

 ・放出された Cs は化合物を形成し RPV 内にエアロゾルとして放出され、沈着・浮遊した

可能性 

 ・SRV 開により、気相中の Cs 化合物は混合ガスとともに SC に放出され、トラップされる。

一部 Cs 化合物は D/W や環境中に放出した可能性 

 ・崩壊熱による温度上昇により、沈着 Cs 化合物の再蒸発 

 ・浮遊・再蒸発 Cs 化合物が SC に放出される。一部 Cs 化合物は、D/W に至りトップフラ

ンジ経由でオペレーションフロアに放出 

 

  ③ まとめ 

 本研究で Backward Analysis として着目すべき事象を抽出するために、現在までの炉内調

査や事故解析結果を基に 2、3 号機の事故進展最確シナリオを評価し、Cs 移行挙動及び燃料

デブリ状態の観点から特徴を整理した。その結果、2 号機に関しては 3 月 14 日 21:00 頃に

見られる圧力ピーク直後に低圧の水蒸気枯渇条件で炉心溶融が進行した可能性があり、この

際に制御棒や燃料棒被覆管といった金属材料の酸化がそれほど進行せず金属濃度の高い燃

料デブリが一定量形成されたと考えられる。さらに、その溶融物が下部プレナムへ移行した

際の温度が従来考えられている温度よりも低く（数百 K 程度）、酸化物を主体とする燃料デ

ブリの多くは RPV に留まっている可能性が示唆された。また、3 号機に関しては、原子炉隔

離時冷却系（RCIC）と高圧注水系（HPCI）による注水停止後、高圧条件で炉心溶融が進行し、

燃料被覆管のジルカロイ酸化が急速に進み温度上昇と水位低下が同時に起こったと考えら

れる。このため、溶融物の表面には水蒸気酸化による厚い凝固殻（クラスト）が形成されて

内部に未溶融金属が閉じ込められる状態に陥ったと考えられて、2 号機に比して相対的に熱

エネルギーの大きな物質が下部プレナムへ移行し、酸化物を主とするデブリが形成されたと

考えられる。さらに、事故時のプラントデータから、炉内は酸化物が完全に溶融する温度ま

で到達しなかった可能性があり、数時間かけて固液混合状態（2203～2473 K 程度）で圧力容

器が破損してペデスタルへ移行した可能性が示唆された。 
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   2）PCV 内部に関する事故進展最確シナリオ（RPV 破損以降） 

 図 3.3.1-3 に事故記録（PCV と D/W の圧力経時変化）とともに圧力容器／ペデスタル予

想図、下部ヘッド・PCV 状況予測を取りまとめた 2 号機事故進展シナリオ（RPV 破損以降）

を示す。また、図 3.3.1-4 に同様にガス/Cs 化合物移行予想図、ガス移行挙動、RPV 内ガス

雰囲気及び Cs 移行挙動に関する予測をまとめたものを示す。 

 

 2 号機の事故シナリオ（RPV 破損以降）の主な特徴を以下に示す。 

 ・下部プレナム内液相水喪失（堆積デブリのドライアウト） 

 ・下部プレナム堆積デブリの崩壊熱による昇温、その後、下部ヘッドで金属溶融 

 ・溶融金属がプールを形成、固液体混合状態 

 ・溶融金属対流伝熱による側部破損、溶融金属の初期流出 

 ・残留溶融金属の対流伝熱による CRD 貫通部溶融破損と溶融金属（先行流出物）の流出、

CRD 付着 

 ・酸化物燃料/溶融金属などの伝熱による底面局所破損、金属リッチ燃料デブリの流出 

 ・ペデスタルへの金属デブリ、金属リッチ燃料デブリの堆積、ペデスタル内の金属構造

物はあまり損傷していない 

 ・ペデスタル中段のグレーチングには大穴 

 

 2 号機の事故シナリオから予想される Cs 移行挙動の主な特徴を以下にまとめる。 

 ・RPV 破損以前（図 3.3.1-2）に、D/W に移行していた Cs 化合物がペデスタル移行デブリ

の熱により、再蒸発（または Cs 化合物は水溶性が高いので、水蒸気とともに移行）し、

トップフランジ経由でオペレーションフロアに放出した可能性 

 

  ② 3 号機事故進展シナリオ 

 図 3.3.1-5 に、事故記録（PCV、D/W 及び SC の圧力経時変化）とともに RPV 内／ぺデスタ

ル予想図、炉心/下部ヘッド/PCV 状況予測及び炉心温度予測を取りまとめた 3 号機事故進展

シナリオを示す。また、図 3.3.1-6 に、同様にガス/Cs 化合物移行予想図、ガス移行挙動及

び Cs 移行挙動に関する予測をまとめたものを示す。 

 

 3 号機の事故シナリオの主な特徴を以下に示す。 

 ・水位が TAF 以下まで徐々に低下、炉心露出、炉心上部でジルカロイ酸化、デブリ溶融開

始（高圧条件） 

 ・クラスト形成より、金属と酸素の接触がなくなる（スランピング前） 

 ・部分的にスランピングが開始、その後、大規模スランピング（2号機より高温状態のデ

ブリが崩落したと推定）、崩落したデブリはある程度塊になっていた可能性 

 ・崩落燃料による水蒸気発生、崩落した燃料は一旦凝固と推定 

 ・RPV ドライアウト、蒸気発生量が減少、デブリ冷却能の低下 

 ・下部プレナム堆積デブリの崩壊熱による昇温、金属デブリ先行溶融、固液体混合状態 

  2 号機より未酸化金属成分が多く残っていた可能性 

 ・金属デブリによる側面大規模破損、溶融金属デブリの流出が、2号機と同様に発生した

可能性 
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図 3.3.1-1  圧力容器内予想図、炉心・下部ヘッド状況予測及び炉心温度予測に関する 

2 号機事故進展シナリオ（RPV 破損以前） 

図 3.3.1-2  ガス/Cs 化合物移行図、ガス移行挙動、RPV 内ガス雰囲気及び Cs 移行挙動の 

予測に関する 2 号機事故進展最確シナリオ（RPV 破損以前） 
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図 3.3.1-3  圧力容器内予想図、炉心・下部ヘッド状況予測及び炉心温度予測に関する 

2 号機事故進展シナリオ（RPV 破損以降） 

図 3.3.1-4  ガス/Cs 化合物移行図、ガス移行挙動、RPV 内ガス雰囲気及び Cs 移行挙動の 

予測に関する 2 号機事故進展最確シナリオ（RPV 破損以降） 
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図 3.3.1-1  圧力容器内予想図、炉心・下部ヘッド状況予測及び炉心温度予測に関する 

2 号機事故進展シナリオ（RPV 破損以前） 

図 3.3.1-2  ガス/Cs 化合物移行図、ガス移行挙動、RPV 内ガス雰囲気及び Cs 移行挙動の 

予測に関する 2 号機事故進展最確シナリオ（RPV 破損以前） 
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図 3.3.1-5  圧力容器内／ぺデスタル予想図、炉心/下部ヘッド/PCV 状況予測及び炉心温度予測

に関する 3号機事故進展シナリオ 

 

 

 

 

 

図 3.3.1-6  ガス/Cs 化合物移行図、ガス移行挙動及び Cs 移行挙動の予測に関する 

3 号機事故進展最確シナリオ 
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 (2) 2、3 号機事故進展最確シナリオと実施項目の関連付け 

  ① Cs 分布評価の不確かさ低減に向けた評価 

 1F 2、3 号機の事故進展最確シナリオから、スランピング前後において FP 移行経路に差

が生じることが示唆される。図 3.3.2-1 はスランピング前の FP 移行経路を示しており、

a)RPV リーク箇所から PCV への直接的な移行、b)SRV を経由した SC への移行、c)SC で補足

されなかった FP ガスによる真空破壊弁（以下、VB と略記。）を経由した PCV への移行、で

ある。2 号機最確シナリオでは、炉心溶融初期段階では SRV が閉じていたこと、及び、炉内

雰囲気が高温の水蒸気枯渇状態であったことから燃料から放出された Cs は水酸化物の形態

で RPV 上部構造物を通過したと考えられる。この際、炉内温度（～3000 K）から急激な温度

降下を経験して上部へ移行するが、ドライヤ・セパレータといったステンレス製構造物に反

応しながら付着、または、粒径の小さいエアロゾルは構造物に付着することなく移行したと

いった経路が考えられて、現在 2 号機で問題になっている PCV ウェル付近の高線量状態は

この過程における Cs 移行挙動の影響を受けている可能性がある。一方、SRV が開いている

状態では、FP は SC へ移行し、ほとんどはプール水によって捕捉されることになるが、水温

が高かったり混合ガス中の水素比が高かったりする場合はプールにおける凝縮が不十分と

なり、水に捕捉されずに SC 気相へ放出される。SC 気相圧力が PCV 圧力より低くなると VB

が作動し、その際、ガス中の Cs が PCV へ移行することとなる。Cs は一度水中に放出されて

いるため、エアロゾルが粗大化している可能性があり、その場合は PCV へ移行しても上方へ

は容易に移行せず、炉内下部に留まると考えられる。したがって、現在、2、3 号機で問題

となっている PCV ウェル付近への Cs 移行経路評価精度を向上させるには、主として経路①

による化学条件を考慮した熱力学的評価を行っていくのが効果的であると考える。実施事

項 3.1.1～2 では最確シナリオの一部条件を用いて熱力学的評価を実施し、水素／水蒸気比

が高い場合に Cs 化合物に Mo が含まれない可能性が高いことが示された。これは 2 号機の

炉心溶融初期段階で Mo を含まない蒸気圧の比較的高い CsOH が移行した可能性が示唆され

るが、もし Mo を含む Cs2MoO4 ガスが発生すると蒸気圧が低いことから RPV 上部構造物表面

に付着してしまうので PCV ウェルの高線量要因としてはそれを妨げる方向に働く。令和 3年

度は温度条件を限定した解析であったが、さらなる精度向上を目指して今後はより広い範

囲において温度・雰囲気依存性評価を行う。 

 さらに、Cs 放出経路として、従来の過酷事故解析では炉心における健全燃料からの放出

率がモデル化されている[39]が、さらに燃料デブリからの放出可能性を考慮する必要がある。

図 3.3.2-2 は、a)スランピング時の燃料温度が低かったために Cs 放出しなかったペレット

が下部プレナムで崩壊熱により再溶融する際に放出する場合、b)圧力容器破損によってペ

デスタルに流出した燃料デブリがコンクリートと反応すること（MCCI）によって残留 Cs が

放出される場合、を示している。令和 3 年度は Cs が燃料デブリに残留している状態でコン

クリート溶融が起きた場合（0.2 mol%）に、当該反応が Cs 安定化に作用するかどうかを確

認した（実施事項 3.1.3）。わずかな Cs 含有量に対して粘性が劇的に低下したことから、Cs

残留が安定化よりもむしろ融体の流動性を上昇させることにより、むしろ Cs 放出を促進す

る効果があることが分かった。したがって、もし Cs が燃料デブリに残留していたとしても

速やかに放出されてしまい、Cs 挙動という観点からは影響は非常に限定的であると言える。

一方、b)の下部プレナムにおける燃料デブリからのステンレス融体との接触を伴う Cs 放出

においては、今後よく検討する必要があると考える。Lindemer と Besmann[40]によれば、Cs
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図 3.3.1-5  圧力容器内／ぺデスタル予想図、炉心/下部ヘッド/PCV 状況予測及び炉心温度予測

に関する 3号機事故進展シナリオ 
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酸化物と Fe 酸化物は反応性が高く Cs-Fe-O 化合物が容易に形成される（生成エンタルピー

-700～1100 kJ/mol）。このことから、ステンレス融体に Cs が溶解し Cs-Fe-O 融体として一

定程度安定に存在し、液滴化を経てエアロゾル化し、炉内の急激な流動条件によっては RPV

上部へ移行していく可能性がある。環境では 2 号機から炉心溶融過程で発生したと考えら

れる放射性 Cs を含むエアロゾルが発見されており[41][42][43]、当該粒子は SiO2を主成分とし

て Fe も含まれているが、その形成機構やタイミングについては未だ解明されていない。エ

アロゾル化には化学条件と粘性が重要な因子であることから、令和 4 年度は Cs-Fe-O 系融

体の粘性と炉内化学状況から燃料デブリからの Cs エアロゾル発生可能性について検討を行

う。 

 これらを踏まえて、令和 4 年度以降取得する Cs 反応に関する基礎データと、Forward 

Analysis に搭載されている Cs 移行モデルと比較することにより、現行の事故進展シナリオ

に内在する Cs 分布推定量の不確かさの幅を評価する。 

 

  ② 金属デブリの酸化変質評価 

 1F 2、3 号機最確シナリオでは圧力容器下部プレナムにおける最高到達温度は従来の典型

事故条件よりも数百度低い温度であったことが示され、PCV 破損時の温度は 2273 K を超え

ない状況であったと言える。東電によって報告された格納容器内部調査結果[44]では、炉内

の様々な箇所における撮影画像が公開されている。2 号機のグレーチングから上方へ向けて

撮影した CRGT ハウジングに付着した炉心溶融固化物と見られる物質は構造物表面に塊を作

ることなくスムーズに付着した様子が見られることから、RPV から流下したデブリの粘性は

それほど高くなかったことが示唆される。一方、グレーチングに付着している物質はより粘

性が高い様子が見られる。ステンレス製構造物の健全性が一定程度保たれていることから、

流下物の温度は融点を大きく超える温度ではないことが示唆される。また、3 号機において

は、CRGT ハウジング付着物は 2 号機よりも粘性が高かった様子が見られるが、ペデスタル

の堆積物は破損した CRGT ハウジングがそのまま刺さったような箇所もあり、空間的に密で

はないことやステンレス製構造物の健全性が一定程度認められることから炉心溶融物によ

る MCCI はあったとしても限定的であると考えられている。これらは内部調査の様子から推

定される状況であり、圧力容器破損によって流出する物質状態について材料学的な機構解

明には至っていない。 

 金属系デブリが水蒸気雰囲気で酸化反応を伴いながら鋼材を溶融して圧力容器破損に至

り、構造物を流下する過程は複雑な相互作用を伴うが、ポイントとなるのは次の 3点である

と考える。すなわち、a）金属系デブリが水蒸気によって酸化されてどのように変質するか、

b)金属系デブリが溶融した際に水蒸気との気液反応と鋼材を溶融する固液反応のどちらが

より安定に進行するか、c）酸化物の析出程度が流動性をどの程度低下させるか、である（図

3.3.2-3）。これらの要素を評価するために、本研究では下部プレナムにおける燃料デブリに

は一定量の未酸化金属が含まれていたことを前提として、a)金属系デブリの水蒸気酸化に

よる変質評価（実施事項 3.2.1）、b)Fe-Zr 系金属デブリの酸化物共存状態における熱力学的

安定性評価（実施事項 3.2.2）、c)酸化物析出成分を含むステンレス融体の粘性評価（実施

事項 3.2.3）を実施する。 

 令和 3 年度、実施事項 3.2.1 では過去に実施した制御棒損傷実験の模擬デブリを実際に

用いて、水蒸気酸化によってホウ素含有 Fe-B 系デブリは、ホウ素濃度によって酸化挙動に
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違いが見られ、制御棒由来金属系デブリにホウ素が残留する可能性が示唆された。当該事象

が熱力学的安定性や粘性に与える影響については現時点では判断できないが、今後の検討

課題である。実施事項 3.2.2 で扱う Fe-Zr 系金属デブリ融体の Zr 活量は、気液反応と固液

反応の競合割合をモデル化するのに必要なパラメータである。予備実験から Fe 高濃度金属

系デブリでは Zr 活量が非常に小さいという熱力学的評価を踏襲する結果を得ることができ

た。最終的なモデル化に当たっては、TAF-ID データベースによる理論的活量曲線を温度と

組成の簡易的なテーブルに変換して数値解析に使用可能であるか、という観点で系統的な

活量測定を進めていく。さらに、実施事項 3.2.3 ではステンレス融体に酸化物が析出する状

況における粘性測定を実施するための装置設計を行った。ステンレス融体は粘性が低く、析

出物を混入させた状態で粘性を測定することは容易ではない。流動性に影響を及ぼす析出

条件を実験的に得ることにより、CFD による流動解析に材料反応を効果的に反映させること

が可能となる。これらを踏まえて、令和 4 年度以降取得する金属デブリ酸化・Zr 活量・粘

性などの基礎データと、Forward Analysis に搭載されている RPV 破損モデルを比較するこ

とにより、現行の事故進展シナリオに内在するデブリ分布評価の不確かさの幅を評価する。 

 事故進展最確シナリオ評価から、現場で課題となっている高線量状況に至った Cs 移行挙

動の不確かさを低減するためには、高温かつ水蒸気枯渇状態における Cs 反応及び燃料デブ

リからの放出時におけるエアロゾル形成過程に着目した RPV 上部への移行を重点的に調査

していくことが重要であることが分かった。さらに、同シナリオ評価による燃料デブリ形成

過程の推定から、金属系デブリの再溶融に伴う圧力容器破損事象は、競合関係にある水蒸気

による酸化変質（気液反応）、及び、鋼材溶融（固液反応）のそれぞれにおける要素反応を

検証することが重要であることが確認された。このような認識に基づき、精度の高い基礎デ

ータを取得するための材料実験装置の構築と予備試験を実施し、本格的なデータ取得に向

けた準備を実施することができた。 
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酸化物と Fe 酸化物は反応性が高く Cs-Fe-O 化合物が容易に形成される（生成エンタルピー

-700～1100 kJ/mol）。このことから、ステンレス融体に Cs が溶解し Cs-Fe-O 融体として一

定程度安定に存在し、液滴化を経てエアロゾル化し、炉内の急激な流動条件によっては RPV

上部へ移行していく可能性がある。環境では 2 号機から炉心溶融過程で発生したと考えら

れる放射性 Cs を含むエアロゾルが発見されており[41][42][43]、当該粒子は SiO2を主成分とし

て Fe も含まれているが、その形成機構やタイミングについては未だ解明されていない。エ

アロゾル化には化学条件と粘性が重要な因子であることから、令和 4 年度は Cs-Fe-O 系融

体の粘性と炉内化学状況から燃料デブリからの Cs エアロゾル発生可能性について検討を行

う。 

 これらを踏まえて、令和 4 年度以降取得する Cs 反応に関する基礎データと、Forward 

Analysis に搭載されている Cs 移行モデルと比較することにより、現行の事故進展シナリオ

に内在する Cs 分布推定量の不確かさの幅を評価する。 

 

  ② 金属デブリの酸化変質評価 

 1F 2、3 号機最確シナリオでは圧力容器下部プレナムにおける最高到達温度は従来の典型

事故条件よりも数百度低い温度であったことが示され、PCV 破損時の温度は 2273 K を超え

ない状況であったと言える。東電によって報告された格納容器内部調査結果[44]では、炉内

の様々な箇所における撮影画像が公開されている。2 号機のグレーチングから上方へ向けて

撮影した CRGT ハウジングに付着した炉心溶融固化物と見られる物質は構造物表面に塊を作

ることなくスムーズに付着した様子が見られることから、RPV から流下したデブリの粘性は

それほど高くなかったことが示唆される。一方、グレーチングに付着している物質はより粘

性が高い様子が見られる。ステンレス製構造物の健全性が一定程度保たれていることから、

流下物の温度は融点を大きく超える温度ではないことが示唆される。また、3 号機において

は、CRGT ハウジング付着物は 2 号機よりも粘性が高かった様子が見られるが、ペデスタル

の堆積物は破損した CRGT ハウジングがそのまま刺さったような箇所もあり、空間的に密で

はないことやステンレス製構造物の健全性が一定程度認められることから炉心溶融物によ

る MCCI はあったとしても限定的であると考えられている。これらは内部調査の様子から推

定される状況であり、圧力容器破損によって流出する物質状態について材料学的な機構解

明には至っていない。 

 金属系デブリが水蒸気雰囲気で酸化反応を伴いながら鋼材を溶融して圧力容器破損に至

り、構造物を流下する過程は複雑な相互作用を伴うが、ポイントとなるのは次の 3点である

と考える。すなわち、a）金属系デブリが水蒸気によって酸化されてどのように変質するか、

b)金属系デブリが溶融した際に水蒸気との気液反応と鋼材を溶融する固液反応のどちらが

より安定に進行するか、c）酸化物の析出程度が流動性をどの程度低下させるか、である（図

3.3.2-3）。これらの要素を評価するために、本研究では下部プレナムにおける燃料デブリに

は一定量の未酸化金属が含まれていたことを前提として、a)金属系デブリの水蒸気酸化に

よる変質評価（実施事項 3.2.1）、b)Fe-Zr 系金属デブリの酸化物共存状態における熱力学的

安定性評価（実施事項 3.2.2）、c)酸化物析出成分を含むステンレス融体の粘性評価（実施

事項 3.2.3）を実施する。 

 令和 3 年度、実施事項 3.2.1 では過去に実施した制御棒損傷実験の模擬デブリを実際に

用いて、水蒸気酸化によってホウ素含有 Fe-B 系デブリは、ホウ素濃度によって酸化挙動に
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図 3.3.2-1 FP 移行経路概念図 

 

 

 
 

図 3.3.2-2 FP 放出源のパターン概念図 
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図 3.3.2-3 圧力容器破損過程における金属系デブリの鋼材溶融反応と Zr 水蒸気反応の 

競合関係概念図 
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図 3.3.2-1 FP 移行経路概念図 

 

 

 
 

図 3.3.2-2 FP 放出源のパターン概念図 
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 3.4 研究推進 

 研究代表者の下で各研究項目間ならびに CLADS 等との連携を密にして、研究を進めた（月に

1 回以上のリモート会議を実施した）。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を

開催した。 

 令和 4 年 3 月 31 日に第 1 回目の研究推進会議を実施し本事業の試験条件等を議論した。 

連携 3 機関の研究者による 3 回のオンライン会議にて、本事業を実施するにあたり重要な概

念となる、Forward Analysis・Backward Analysis の定義と位置付け、及び相互の関連による現

象理解と炉内状況予測の高精度化に向けての方針の検討を行った。その結果、事故進展最確シ

ナリオを参照して、デブリと Cs の化学状態変化と移行経路について認識を共有した。さらに、

JAEA が開催する 1F 事故進展基盤研究に係る分科会で、本事業の概要を廃炉事業者や大学・プ

ラントメーカー・研究機関等の 1F 事故解析の専門家に報告し、意見交換を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

JAEA-Review 2022-053

- 82 -



59 
 

 

4. 結言（各章のまとめ） 

 (1) Cs 分布評価の不確かさの低減 

 

  ① 2、3 号機最確シナリオに基づいた RPV 内部 Cs 化学形熱力学評価（連携先：JAEA） 

 2、3 号機の事故進展最確シナリオ評価で得られた圧力容器内部の化学条件変化（温度、水

素・水蒸気比等）から Cs の移行挙動を予備的に推定し、Cs 化学形のなかでも特に重要な Cs-

I、Cs-Mo、Cs-B 系について 1500 K における安定化合物の水素・水蒸気比依存性を熱力学解析

によって評価した。その結果、2 号機事故初期の水蒸気枯渇条件などにおいては、Cs2MoO4(g)

の発生は制限されていた可能性が示唆される。また、CsI(g)及び Cs2MoO4(g)は水蒸気量の増加

に伴い生成が抑制され、一方、CsBO2 は水蒸気量の増加に伴い生成が促進される傾向があるの

で、事故の進行に伴う水蒸気発生が Cs 安定相（化学種）に影響することが考えられる。令和

4 年度以降は、計算温度域（炉心溶融時の高温領域及び凝集・沈着を考慮するために低温領域）

を広げ、さらに詳しく Cs の安定相（化学種）の傾向を系統的に整理する。 

 

  ② 2、3 号機最確シナリオに基づいた PCV 内部 Cs 化学形熱力学評価（連携先：JAEA） 

 2、3 号機の事故進展最確シナリオ評価で得られた PCV 内部の化学条件変化（温度、水素・

水蒸気比等）から Cs の移行挙動を予備的に推定し、Cs 化学形のなかでも特に重要な Cs-I、

Cs-Mo、Cs-B 系について 1500 K における安定化合物の水素・水蒸気比依存性を熱力学解析に

よって評価した。気相中における重要元素（Si：コンクリート主成分、Fe：鋼材主成分）と Cs

の反応について、既往のデータベースを用いた予備的な熱力学解析を実施したが、既往データ

ベースでは格納されている気相データが不十分のため、定量的な知見を得ることができなかっ

たが、令和 4 年度に予定されている熱力学データベースの拡充後に再度評価を実施する。 

 

  ③ Ce 及び Zr 混入酸化物の高温物性評価（最委託先：九州大学） 

 CeO2(-ZrO2)-CaO-Al2O3-SiO2 系高温融体の粘度を幅広い組成範囲にて測定するための条件設

定を行った。当該酸化物系の高温における粘度範囲を CaO-Al2O3-SiO2系の文献情報より予測し

た。その後、るつぼ回転法粘度測定装置（現有設備）を用いて 1873 K 以下の高温で CeO2- 

(-ZrO2)-CaO-Al2O3-SiO2 系高温融体の粘度測定を試みた。コンタクトマテリアルの選定及び

CaO-Al2O3-SiO2系溶融酸化物の粘性に関する文献調査より、1773 K において均一溶融し、5 Pa⋅s
程度の粘度有することが分かった。この融体に対して精度良く粘度測定を行うことができる

条件の設定を行った。 

 また、in-vessel 条件で SUS316L 表面において生成すると考えられる、Cs2O-Fe2O3系メルト

からのエアロゾル形成メカニズム理解に向けて、基本形となる Cs2O-Fe2O3系の物性を予見する

ため、RO-Fe2O3系溶融酸化物（R：アルカリ、アルカリ土類）の粘性に関する文献調査を追加と

して行った。その結果、10-3～10-1 Pa⋅s 程度の粘度を有することが分かり、本系融体に対して

精度良く粘度測定を行うことができる条件の設定を行うことができた。 

 

  ④ Cs 挙動確認試験（連携先：JAEA） 

 ステンレス鋼板材と、ステンレス鋼と炭化ホウ素を含有した模擬金属デブリの、水蒸気雰囲

気での熱分析予備試験を実施した。熱分析試験中の重量増加は限定的であったが、金属物質表

面に形成された酸化物層は不働態相ではなかった。このような酸化において、クロムが表面酸 
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 3.4 研究推進 

 研究代表者の下で各研究項目間ならびに CLADS 等との連携を密にして、研究を進めた（月に

1 回以上のリモート会議を実施した）。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を

開催した。 

 令和 4 年 3 月 31 日に第 1 回目の研究推進会議を実施し本事業の試験条件等を議論した。 

連携 3 機関の研究者による 3 回のオンライン会議にて、本事業を実施するにあたり重要な概

念となる、Forward Analysis・Backward Analysis の定義と位置付け、及び相互の関連による現

象理解と炉内状況予測の高精度化に向けての方針の検討を行った。その結果、事故進展最確シ

ナリオを参照して、デブリと Cs の化学状態変化と移行経路について認識を共有した。さらに、

JAEA が開催する 1F 事故進展基盤研究に係る分科会で、本事業の概要を廃炉事業者や大学・プ

ラントメーカー・研究機関等の 1F 事故解析の専門家に報告し、意見交換を進めた。 
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化物の不働態層の形成を妨害している可能性が考えられた。このメカニズムにより、酸化反応

は直線的に進まない可能性が見出された。 

 しかし、ステンレス鋼と炭化ホウ素が十分に反応した模擬金属デブリでは、酸化による成分

の再分布が起こっていた。金属デブリ中でクロムとホウ素が凝集された析出物により、金属デ

ブリの酸化挙動が影響を受けていた。模擬金属デブリの酸化は、見かけ上拡散律速であり、反

応速度は双曲線則で近似できた。 

 令和 4 年度は、水蒸気雰囲気での、ジルコニウムを含有する模擬金属デブリの酸化挙動（溶

融状態）を重点的に調査するとともに、ステンレス鋼と炭化ホウ素溶融物に対する他の成分の

反応挙動を調査する。 

 

(2)金属デブリの酸化変質評価 

 

  ① 2、3 号機最確シナリオに基づいた酸化による変質評価（連携先：JAEA） 

 ステンレス鋼板材と、ステンレス鋼と炭化ホウ素を含有した模擬金属デブリの、水蒸気雰囲

気での熱分析予備試験を実施した。熱分析試験中の重量増加は限定的であったが、金属物質表

面に形成された酸化物層は不働態相ではなかった。このような酸化において、クロムが表面酸

化物の不働態層の形成を妨害している可能性が考えられた。このメカニズムにより、酸化反応

は直線的に進まない可能性が見出された。 

 しかし、ステンレス鋼と炭化ホウ素が十分に反応した模擬金属デブリでは、酸化による成分

の再分布が起こっていた。金属デブリ中でクロムとホウ素が凝集された析出物により、金属デ

ブリの酸化挙動が影響を受けていた。模擬金属デブリの酸化は、見かけ上拡散律速であり、反

応速度は双曲線則で近似できた。  

令和 4 年度は、水蒸気雰囲気での、ジルコニウムを含有する模擬金属デブリの酸化挙動（溶

融状態）を重点的に調査するとともに、ステンレス鋼と炭化ホウ素溶融物に対する他の成分の

反応挙動を調査する。 

 

  ② 2、3 号機最確シナリオに基づいた熱力学解析を保管する平衡データ取得及び酸化進展の

kinetics（東京工業大学） 

 下部プレナムへ先行的に崩落したと考えられている金属系デブリが構造材由来のステンレ

ス鋼を巻き込んで再溶融する際に、酸化物共存環境における金属デブリ溶融反応の熱力学的安

定性を系統的に評価することを目的として、ZrO2飽和状態における Fe-Zr 系液相の Zr 活量を

測定する実験的手法を確立しその妥当性を確認した。目的物質とともに活量測定に用いる参照

物質として Ag を採択し、1873 K における Fe 高濃度合金（Fe 11 mol% Zr）の Zr 活量を求め

たところ 1.83×10-3となった。一方、TAF-ID データベースによる同条件における Zr 活量推定

値は 5.13×10-3であり、同じオーダーにあることを確認した。濃度分析の精度や活量導出式に

含まれる誤差を低減する余地があるが、予備実験として得られた結果は化学平衡法による測定

の適用が妥当であることを示している。今後は、Fe-Zr 液相における Zr 活量評価法を SUS316-

Zr に適用し、両者の結果を比較することによりステンレス鋼成分の影響を調査し、下部プレ

ナムにおける溶融現象評価を行うために Fe-Zr-O 反応に対してどのような補正を行うことが

有効であるかを検討することを目指す。 
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  ③ 2、3 号機最確シナリオに基づく酸化物析出成分を含む金属デブリの粘度測定 

  （再委託先：九州大学） 

 一般的に金属融体の粘度は、酸化物融体の粘度に比較して非常に小さく mPa⋅s オーダーであ

ることから、回転運動によって発生するトルクも微小であり検出が困難であるため、より低粘

性領域においても精度良く粘度測定が可能と考えられるトルクセンサー（現有設備)による粘

度測定装置のセットアップを志向し、必要な解析技術やコンタクトマテリアルの選定を行った。

2023 K まで昇温及び雰囲気調整可能な電気炉の基本仕様・設計を完了した。また、溶融 Fe-

Cr-Ni 系金属と反応性が低い ZrO2をコンタクトマテリアル（試料融体と接触するるつぼ等）と

して選定した。 

 

 (3) 総合評価（東京工業大学、連携先：JAEA） 

 本研究で目的とする「Backward Analysis」として、着目すべき重要事故事象として抽出する

には、従来の過酷事故解析と格納容器内部調査により分かってきたことと未だ解明されていな

いことを理解し、未解明事象の理解につながる仮説（モデル）を提示しなければならない。し

たがって、現時点における現場知見と従来の「Forward Analysis」による炉内事象進展の推定

を比較し、双方のギャップを明らかにすることを目的として、2、3号機の事故進展最確シナリ

オ評価を実施した。さらに、得られたシナリオで未解明かつ材料学的な検討が十分ではない事

象を抽出し、本研究項目との関連付け、及び、令和 3 年度成果の位置付けを明確にした。 

 事故進展最確シナリオ評価から、現場で課題となっている高線量状況に至った Cs 移行挙動

の不確かさを低減するためには、高温かつ水蒸気枯渇状態における Cs 反応及び燃料デブリか

らの放出時におけるエアロゾル形成過程に着目したRPV上部への移行を重点的に調査していく

ことが重要であることが分かった。さらに、同シナリオ評価による燃料デブリ形成過程の推定

から、金属系デブリの再溶融に伴う圧力容器破損事象は、競合関係にある水蒸気による酸化変

質（気液反応）、及び、鋼材溶融（固液反応）のそれぞれにおける要素反応を検証することが重

要であることが確認された。このような認識に基づき、精度の高い基礎データを取得するため

の材料実験装置の構築と予備試験を実施し、本格的なデータ取得に向けた準備を実施すること

ができた。 

 

 (4) 研究推進 

 研究代表者の下で各研究項目間ならびに CLADS 等との連携を密にして、研究を進めた。また、

研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催した。 

 令和 4 年 3 月 31 日に第 1 回目の研究推進会議を実施し本研究の試験条件等を議論した。 
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化物の不働態層の形成を妨害している可能性が考えられた。このメカニズムにより、酸化反応

は直線的に進まない可能性が見出された。 

 しかし、ステンレス鋼と炭化ホウ素が十分に反応した模擬金属デブリでは、酸化による成分

の再分布が起こっていた。金属デブリ中でクロムとホウ素が凝集された析出物により、金属デ

ブリの酸化挙動が影響を受けていた。模擬金属デブリの酸化は、見かけ上拡散律速であり、反

応速度は双曲線則で近似できた。 

 令和 4 年度は、水蒸気雰囲気での、ジルコニウムを含有する模擬金属デブリの酸化挙動（溶

融状態）を重点的に調査するとともに、ステンレス鋼と炭化ホウ素溶融物に対する他の成分の

反応挙動を調査する。 

 

(2)金属デブリの酸化変質評価 

 

  ① 2、3 号機最確シナリオに基づいた酸化による変質評価（連携先：JAEA） 

 ステンレス鋼板材と、ステンレス鋼と炭化ホウ素を含有した模擬金属デブリの、水蒸気雰囲

気での熱分析予備試験を実施した。熱分析試験中の重量増加は限定的であったが、金属物質表

面に形成された酸化物層は不働態相ではなかった。このような酸化において、クロムが表面酸

化物の不働態層の形成を妨害している可能性が考えられた。このメカニズムにより、酸化反応

は直線的に進まない可能性が見出された。 

 しかし、ステンレス鋼と炭化ホウ素が十分に反応した模擬金属デブリでは、酸化による成分

の再分布が起こっていた。金属デブリ中でクロムとホウ素が凝集された析出物により、金属デ

ブリの酸化挙動が影響を受けていた。模擬金属デブリの酸化は、見かけ上拡散律速であり、反

応速度は双曲線則で近似できた。  

令和 4 年度は、水蒸気雰囲気での、ジルコニウムを含有する模擬金属デブリの酸化挙動（溶

融状態）を重点的に調査するとともに、ステンレス鋼と炭化ホウ素溶融物に対する他の成分の

反応挙動を調査する。 

 

  ② 2、3 号機最確シナリオに基づいた熱力学解析を保管する平衡データ取得及び酸化進展の

kinetics（東京工業大学） 

 下部プレナムへ先行的に崩落したと考えられている金属系デブリが構造材由来のステンレ

ス鋼を巻き込んで再溶融する際に、酸化物共存環境における金属デブリ溶融反応の熱力学的安

定性を系統的に評価することを目的として、ZrO2飽和状態における Fe-Zr 系液相の Zr 活量を

測定する実験的手法を確立しその妥当性を確認した。目的物質とともに活量測定に用いる参照

物質として Ag を採択し、1873 K における Fe 高濃度合金（Fe 11 mol% Zr）の Zr 活量を求め

たところ 1.83×10-3となった。一方、TAF-ID データベースによる同条件における Zr 活量推定

値は 5.13×10-3であり、同じオーダーにあることを確認した。濃度分析の精度や活量導出式に

含まれる誤差を低減する余地があるが、予備実験として得られた結果は化学平衡法による測定

の適用が妥当であることを示している。今後は、Fe-Zr 液相における Zr 活量評価法を SUS316-

Zr に適用し、両者の結果を比較することによりステンレス鋼成分の影響を調査し、下部プレ

ナムにおける溶融現象評価を行うために Fe-Zr-O 反応に対してどのような補正を行うことが

有効であるかを検討することを目指す。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数




